
 

平 成 ２ ５ 年 第 １ 回 宇 治 田 原 町 議 会 定 例 会 

目 次 

○第２日（平成２５年３月１２日） 

 議 事 日 程（第２号）……………………………………………………………………41 

 日程第１ 一般質問…………………………………………………………………………43 

      １．垣 内 秋 弘  議員…………………………………………………43 

      ２．今 西 久美子  議員…………………………………………………59 

      ３．谷 口 重 和  議員…………………………………………………66 

      ４．山 内 実貴子  議員…………………………………………………73 

      ５．奥 村 房 雄  議員…………………………………………………79 

      ６．安 本   修  議員…………………………………………………86 

      ７．稲 石 義 一  議員…………………………………………………93 

      ８．原 田 周 一  議員……………………………………………… 110 



４１ 

平成２５年第１回宇治田原町議会定例会 

議 事 日 程（第２号） 

平成２５年３月１２日 

午 前 １ ０ 時 開 議 

 日程第１  一般質問 

        １．垣 内 秋 弘  議員 

        ２．今 西 久美子  議員 

        ３．谷 口 重 和  議員 

        ４．山 内 実貴子  議員 

        ５．奥 村 房 雄  議員 

        ６．安 本   修  議員 

        ７．稲 石 義 一  議員 

        ８．原 田 周 一  議員 

 

１．出 席 議 員 

      議 長    １２番  田 中   修  議員 

      副議長     １番  垣 内 秋 弘  議員 

              ２番  上 林 昌 三  議員 

              ３番  青 山 美 義  議員 

              ４番  安 本   修  議員 

              ５番  今 西 久美子  議員 

              ６番  原 田 周 一  議員 

              ７番  谷 口 重 和  議員 

              ８番  山 内 実貴子  議員 

              ９番  奥 村 房 雄  議員 

             １０番  内 田 文 夫  議員 

             １１番  稲 石 義 一  議員 

 

１．欠 席 議 員     なし 

 

１．地方自治法第１２１条の規定により会議事件の説明のため出席を求めるものは次のと



４２ 

おりである。 

町 長 西 谷 信 夫 君

教 育 長 西  出  維 久 雄  君

総 務 課 長 山 下 康 之 君

理事兼企画・財政課財政課長 野 間 雅 彦 君

企画・財政課企画課長 馬 場  浩 君

会 計 管 理 者 兼

税 務 ・ 会 計 課 長
大 江 輝 博 君

戸 籍 ・ 保 険 課 長 清 水  清 君

福 祉 課 長 奥 谷  明 君

健 康 長 寿 課 長 谷 村 富 啓 君

建設・環境課建設課長 黒 川  剛 君

建設・環境課環境課長 三 好 茂 一 君

産 業 振 興 課 長 木 元 保 男 君

上 下 水 道 課 長 野 田 泰 生 君

教 育 次 長 光 嶋  隆 君

教 育 課 長 中 辻  正 君

 

１．職務のため出席した事務局職員は次のとおりである。 

事 務 局 長 久 野 村  観  光  君

庶 務 係 長 廣 島 照 美 君

────────────────────────────────────────── 



４３ 

開  会   午前１０時００分 

○議長（田中 修） 皆さん、おはようございます。 

  会議を始めます前に、昨日で２周年を迎えました東日本大震災において犠牲となられ

ました皆様方の御冥福をお祈りし、哀悼の意を表するために、１分間の黙禱をお願いい

たしたいと思います。 

  恐れ入りますが、御起立、お願いいたします。 

  黙禱。 

  （全員起立 黙禱） 

  お直りください。 

  御着席ください。ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの出席議員は１２名であります。定足数に達しておりますので、

これより本日の会議を開きます。 

────────────────────────────────────────── 

◎一般質問 

○議長（田中 修） 日程第１、一般質問を行います。 

  なお、今議会の一般質問は、９月議会、１２月議会に引き続き、試行的に通告件名

１件ごとに、一問一答方式で、質疑３回までとすることといたします。 

  また、対面方式とし、質問席を前列中央に設けております。 

  それでは、通告順に質問を許します。 

  １番、垣内秋弘君の一般質問を許します。垣内君。 

○１番（垣内秋弘） 皆さん、おはようございます。 

  通告に従いまして、１番、垣内秋弘が質問いたします。 

  ４件ございますが、まず１件目は、西谷町長の政治姿勢についてお伺いいたします。 

  西谷町長は、ことし２月の町長選挙の激戦を勝ち抜かれ、町長に就任され、約１カ月

が経過したわけでございますが、町長として向こう４年間にわたり、住民の福祉の向上

はもとより宇治田原の発展のために御尽力をいただくわけであります。過日も施政方針

を聞かせていただきましたが、町長の政治姿勢のよしあしが、将来の宇治田原の行方を

左右すると言っても過言ではございません。１万住民のリーダーとして、今後どのよう

な思いで運営されようとされているのか、その決意を聞かせていただきたいと思います。 

  あわせまして、どのような信念、信条を持って、今後の宇治田原をかじ取りされてい

くのか、お伺いいたします。 
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  ２点目は、一党一派についてお伺いいたします。 

  町長の立場というのは、一党一派に偏しない、中立でかつ公平・公正であるべきだと

私は思うわけでありますが、今回の町長選挙に至っては、西谷町長はまさにそれを覆す

かのように、自民党の西谷信夫で終始押し通し、一党一派にこだわり続けられました。

今後も、このような考え方なり態度を踏襲されるのか、御所見を伺いたいと思います。 

  ３点目は、副町長の選任について伺います。 

  西谷町長は、補佐役については必要であり体制強化のためにも６月議会までに任命し

たい、自分は民間出身であり行政出身者が適任と思っている、意中の人はいるとおっし

ゃっていた内容が新聞に掲載されておりました。当選当初からこのような思いを持って

こられたのであれば、空白期間を少なくするためにも、なぜ３月議会に提案されなかっ

たのか、真意をお伺いします。 

  提案すれば即決められるという思いのあらわれで、軽く表現されていて、決まったよ

うな言い方をされているように思えてならないわけでございますが、あくまでも、議会

の同意が必要であります。議会の同意が得られるかどうかわからない状態であれば、よ

り一層慎重な発言が求められるところであります。このような発言を軽々にされること

自体、議会を完全に無視した軽率な発言のように受け取れるわけでございますが、ここ

では、やはり、今後、議会とも相談させていただきながら、十分に検討してまいりたい

と考えている、それぐらいの表現をされたほうがよかったのではないかと思うわけでご

ざいます。 

  私のほうにもいろいろと反響は伺っておりますが、あのときの新聞記事はどうだった

のか、町長のお考えなり、御見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 皆さん、おはようございます。 

  本日は、議員の皆様方におかれましては、公私とも大変お忙しいところ、３月定例会

におけます一般質問ということで御参集をいただきまして、大変御苦労さまでございま

す。本日は、８名の議員の方から一般質問をいただくわけでございます。御質問の内容

が多岐にわたっておりますが、可能な限り明確な答弁に努めてまいりたいと存じており

ますので、どうか最後までよろしくお願いを申し上げます。 

  それでは、垣内秋弘議員の御質問に対しまして御答弁を申し上げます。 

  私の政治姿勢についてでございますが、私は、生まれ育ったこの町、宇治田原町が大

好きでございます。私は、これまでこの宇治田原町を皆から「ええ町やな」と言っても
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らいたい一心で、小・中学校のＰＴＡや消防団の活動、また平成１２年からは町議会議

員として町政の発展のために尽力をさせていただきました。このような活動の源にあっ

たのは、この町が好きで心からこのふるさとの宇治田原を愛しているという思いであり

ます。 

  私は、さきの町長選におきまして、多くの住民の皆様から御支援をいただき、宇治田

原町の第１６代町長として町政を担わせていただくことになったわけでございますけれ

ども、宇治田原町は、これまで、先輩諸氏のたゆまぬ御努力で幾多の困難を乗り越え、

茶文化の町として発展を遂げてまいりました。今を生きる私たちの最大の責任は、先人

の方々の御功績に報いるためにも、２０年、３０年、５０年先も、この町に住む人が住

んでよかったという幸せを実感できるまちづくりを実現することであると考えておりま

す。 

  その実現のためには、地域の人たち同士のきずな、それを支える役場の職員間のきず

な、そして地域の人たちと役場の職員とのきずな、この３つのきずなをしっかり結び合

って、この町に住む人はもちろん、町外の人からも「好きやねん うじたわら」と言っ

ていただけるまちづくりを基本理念に、町政運営のリーダーとして粉骨砕身この職に努

めてまいる決意でございます。 

  ２点目の、一党一派の考え方についてでございますが、確かに、さきの町長選挙にお

きましては、私がもともと自由民主党籍を持つ議員でありましたことから自由民主党の

御推薦をいただいたところでございますが、垣内議員も御指摘のとおり、町長という立

場は一党一派に偏することなく、中立で公平・公正でなければならないと思っておると

ころでございます。したがいまして、そのような政治スタンスで町政の運営に当たって

まいりたいと考えております。 

  ３点目の副町長の選任についてでございますが、２月６日付の地方紙の記事に取り上

げられた私の言葉足らずの発言により、議員がそのような思いを持たれたのだと思って

おります。私も、議会議員を１２年間、そして最後の４年間は議長という重責を務めさ

せていただきました。議会を無視するという、軽視するという思いは毛頭ございません。

副町長の選任につきましては、議会の御同意がいただけますように、十分に議会とも御

相談申し上げる中で、しかるべき時期に御提案させていただきたいと考えておりますの

で、どうか御理解を賜りますように、心からお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 
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  一党一派について、町長は先ほどの答弁の中で、中立で公平、公正でなければならな

いと明言いただきましたが、中立である以上、自民党以外の党との対応もしていただけ

るのか。初心忘れるべからずという言葉がございますが、時間が経過しても気持ちの変

化が生じないような対応を願いたいわけであります。今後、多岐にわたって会合等への

案内要請があると思われるわけでございますが、公平・公正、中立な立場で一党一派に

偏しないことを再度確認し、御所見を伺いたいと思います。 

○議長（田中 修） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） 一党一派の２回目の御質問でございますが、先ほども御答弁を申し

上げましたとおり、町長という立場は一党一派に偏することなく中立で公平・公正でな

ければならないと思っております。決して、一部の住民のためだけの町長ではなく、

１万住民のための町長として、その職を務めさせていただきたく強く思っておりますの

で、何とぞ御理解賜りますように、心からお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、３回目の質問をいたします。 

  町長は、もともと自民党の党員であったというふうに伺いましたが、現在も党員なの

か、お伺いしたいと思います。党員であるならば、離党届等は考えておられるのか、お

伺いしたいと思います。 

  また、副町長の件に関しましては、先ほどの答弁の中で、言葉足らずという言い回し

がありましたが、本音は気持ちばかりが先行して、強いては議会を無視していたのでは

ないかと思われるわけでございます。また、町長みずからが議会議員１２年間、最後の

４年間は議長という重責も務めさせていただきましたと、議会を無視するなどという思

いは毛頭ございませんという答弁もいただきました。逆に、それだけの経験をされてい

るのであるがゆえに、議会への気遣いが重要だというふうに思うわけでございます。よ

り慎重な対応が、倍して要求されると思うわけであります。 

  今後、議会としても、より慎重にこういった件についても検討して判断させていただ

きたいと思うところでありますが、御所見をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） 一党一派についての御答弁を申し上げます。 

  現在のところは、私は自由民主党の党員でございますが、離党につきましては、支援

者の方や後援会の方々、また党役員の方々と相談してまいりたいと考えておるところで

ございます。 
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  また、副町長の選任について、議会を無視していたのではないかとのことでございま

すけれども、先ほども申し上げましたことにうそ偽りはございません。副町長の選任に

つきましては、議会とも十分に御相談申し上げる中で、御同意いただけますよう努めて

まいりますので、どうか御理解、御協力を賜りますよう、心からお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、政治姿勢についての意見を述べたいと思います。 

  町長は一党一派には偏することなく中立な立場で臨むと明言していただきましたが、

自由民主党に対しての離党については支援者の方々や党役員の方々と相談していきたい

というような御答弁いただきました。何か歯切れが悪く、このままの状態を続けたいと

いうようなふうにも受け取れるような言い回しのように、私は受けとめました。といい

ますのは、当然、やはりその後援会の人あるいはまたいろんな方々、党役員の人との相

談も大事でしょうけど、最終的には、やはりここでは自分の決断というのが非常に大事

だろうと。自分がこうしたさかいに、みんな協力してくれと、これぐらいの意思でです

ね、ぜひ取り組んでいただきたいというふうに思うわけであります。 

  昨年、１２月１６日に実施された宇治の市長選挙がございます。このときに、現山本

市長は、立候補を決めた時点で政党を離党されているんです。無所属で立候補されてい

るわけです。このことは、多くの住民から見たとき、受け入れやすいといいますか、オ

ーソドックスなパターンであるというふうに、私は思うわけでございます。このような

気持ちで対応していただけることを、今後、早急に検討していただけることを御期待申

し上げて、この件に関しての質問は終了したいというふうに思います。 

  それでは、次に２件目の質問でございますが、西谷町長の政策について御質問いたし

ます。 

  政策内容については、選挙時においてのビラ及び施政方針等でいろいろとおっしゃっ

ておられる中で、前奥田町政を継承発展を推し進めることを前提に推進しようとされて

おるわけでございますが、今までにない西谷町長の奇抜なアイデアを生かした、つまり

西谷カラーを前面に出した施策も取り入れていただきたいと思うわけであります。今後、

どのような思いを持って推進していただけるのか、具体的な施策をお伺いしたいという

ふうに思います。 

  次に、町長の公約の中から伺います。 

  町長は、常に、「好きやねん うじたわら」を基本理念にいろいろな場で強調され、

「心をつなぎ ともに創る 茶文化のまち」の実現を目指し、全力を傾注してまいりた
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いと言われているわけであります。その中で、お茶の関係において、若者が働きたくな

る茶園再整備、茶農家の魅力づくりで新住民を受け入れ、町を支える茶業に力を注ぎま

す。機械を使えるように集団茶園の再整備を行い、若者が働きたくなる環境を整えます。

また、農業と観光を組み合わせ、農業や田舎暮らしを望む町外者と地元住民の交流の場

を設け、Ｉ・Ｕターンを積極的に支援し、農荒廃地を解消しますと言われている中で、

特に農業に関しては、茶農家だけでなく、米づくり、野菜づくり等々、後継者問題をは

じめとする課題が山積いたしておる中で、喫緊の課題でありますが、具体的な取り組み

としてめどづけはできているのか、町長の御見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 具体的な政策について御答弁申し上げます。 

  私は、さきの町長選挙におきまして、奥田町政の継承・発展し、民間企業、また町議

会議員で培った経験を色とし、何よりも住民の皆様の思い、意見を色とし、宇治田原町

政を推し進めることを訴えてまいりました。 

  私は、選挙期間中、たくさんの方とお話をし、まちづくりへの御意見を賜りましたが、

やはりその中でも最も重要だと感じたことは、住民の皆さんの暮らしは安心・安全の上

に成り立っているということであります。防災・減災や交通弱者の対策、道路整備の促

進など、安心・安全なまちづくりに積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

  さらに、多くの御意見をいただいた子育て支援や高齢者福祉など、住民の皆さんにと

って真心のある優しい行政を積極的に展開してまいりたいと考えておるところでござい

ます。 

  次に、農業に関する具体的な施策の展開に対する御質問でございますが、御承知のと

おり、本町は、昔からお茶と林業の町として先人の方々のたゆまぬ御努力により発展し

てきたところでございます。特に、お茶につきましては、偉大なる先人、永谷宗圓翁が

青製煎茶法を考案され、広く全国に広められたことから、日本緑茶発祥の地として宇治

田原町を世界に宇治茶の原点であることを発信しているところでございます。 

  また、まちづくりにつきましても、お茶を核として今日まで取り組まれてきたところ

でございます。 

  京都府におかれましても、宇治茶は日本の茶文化を生み、支え、育んできた日本喫茶

文化の発祥と継承の地であり、世界の宝としてユネスコ（国際連合教育科学文化機関）

世界文化遺産登録を目指すこととし、可能性検討委員会を立ち上げ、取り組んでいただ

いておるところでございます。 
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  本町の農業事情を見ますと、茶業を核とした農業経営となっており、また、お茶の製

造、加工販売、通信販売等の事業者もたくさんおられます。このようなことから、宇治

田原町の茶業を後世に引き継ぐための施策として、「宇治田原・宗円の郷」を今後のモ

デルとして、機械化により省力化を図ることにより、後継者育成を図っていくこととし

ており、また昭和４０年代前半から本格的な山なり開墾として各地で取り組まれてきま

した構造改善事業による既存の集団茶園も５０年を経過していることから、随時改良の

時期となっているところです。平成２３年度から、宇治田原町の要望を府において取り

入れていただき、改良手法について調査研究をしていただいており、私も、既存茶園の

整備改良が必要と考えていたことから、一日も早い事業化に向けた取り組みを加速して

いきたいと考えておるところでございます。 

  御指摘のお茶以外の米づくり、野菜づくりにつきましても、国が打ち出している強い

農業づくりの観点から、地域特産物のさらなる振興、発展させなければなりません。本

町におきます京野菜ブランドであるミズナや夏秋キュウリ、ころ柿などの定着した特産

物の促進と、平成２４年度から本格的な産地化を目指すこととして、京都やましろ農協

管内での万願寺とうがらし部会も発足したことから、希望される農家への情報提供や野

菜経営安定対策事業にもしっかり取り組んでまいりたいと考えております。 

  具体的取り組みについてでございますが、生産、加工、販売までを見据え、６次産業

化を目指した調査研究等について関係機関と十分協議する中で、具現化に向けた取り組

みを進めてまいりたいと考えておりますので、どうか御理解賜りますように、よろしく

お願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

  先ほどの答弁の中で、町外者と地元住民の交流の場を設けるという問いに対しての答

弁がなかったように受けとめましたので、改めてまた答弁願いたいと思います。 

  この件に関しまして、具体的な取り組みなり、計画等あれば提示願いたいと思います

し、どのようなイメージを描けばよいのか、御所見を伺いたいと思います。 

  また、先ほどの答弁で、「宇治田原・宗円の郷」を今後のモデルとして、機械化によ

り省力化を図ると言われましたが、本町の地形等を考えたときに、厳しい選択を余儀な

くされると思いますが、今後、逐次整備されることであろう集団茶園については、乗用

刈り取り機をベースにした整備計画を考えていくのか、お伺いいたします。 

  また、既存茶園の整備改良が必要と考えていることから、一日も早い事業化に向けた
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取り組みを加速していきたいと御答弁いただきましたが、本町において、今、大福の開

墾地の集団茶園整備が計画されておりますが、今後、大福を含めた地域、面積をどれぐ

らいの年数をかけて整備改良していこうとされているのか、今後の計画としてリスト化

し、まとめたものを、早急に御提示願いたいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

  また、農荒廃地を解消しますと言われていますが、町レベルなのか、あるいはまた地

域レベルか、それとも個人ベースなのか、どのような取り組みを考えておられるのか、

お伺いいたします。 

  現在、見た目は荒廃地になっていますが、実際は休耕田にて処理されている田も多く

あるように伺っています。町長がそこまで打ち出しておられるのであれば、この際、も

っとしっかりとした線引きとして、徹底的に整備して荒廃地を皆無に向けた取り組みも

必要でありますが、どの程度まで実施されようとしているのか、お伺いして、２回目の

質問といたします。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、農業施策について御答弁を申し上げますが、町外者と地

元住民との交流の場づくりについて、現在、都市との交流事業で、糠塚環境保全会が主

体となっていただき、袋谷親水公園でため池学習や、稲刈り体験などを通じた都市住民

との交流イベントを実施していただいており、垣内議員もその先頭に立っていただいて

おるところでございます。引き続き、御協力をよろしくお願いを申し上げます。また、

２１お茶のふるさと塾におきましても、お茶摘み体験やお茶の飲み比べ講座などで多く

の町外者を受け入れていただいておるところでございます。今後も、多くの都市住民の

方との交流の場づくりを進めていく、例えば体験農園や農地のオーナー制度などについ

て取り組めないかと考えており、先進地事例などを研究していきたいと考えております。 

  次に、今後の整備計画についてでございますが、集団茶園西ノ山をモデルと位置づけ、

乗用機械の導入なくして後継者対策が進まないことから、若者が働きたくなる整備計画

をしていかなければなりません。今後は、西ノ山のような山林を大規模に伐採して造成

していくような手法は難しいと考えており、既存集団茶園をベースとして、水田や山林

を巻き込んだ造成計画が望ましいのではと考えておるところでございます。 

  ２３年度から、京都府を中心に中山間地で条件不利地である茶産地の和束町、南山城

村と本町におきまして、宇治茶の基盤整備プロジェクト事業において、既存茶園の再造

成に向けた調査、研究を行い、各町村１カ所のモデルとして本町からは大福集団茶園の
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調査を行っているところでございます。本町の既存集団茶園組織としては１１団体あり、

昭和３９年度に宇治田原町で最初の山なり開墾としての構造改善事業を実施した大福茶

園が、３年後には植栽後５０年となり、老朽化が著しく進んでおり、またほかの団地に

おいても順次改良していく時期を迎えます。 

  今後の整備改良についてですが、大福団地につきましては、地権者と協議を加速させ、

関係機関との許認可業務を進めるなどで、２年から３年後には工事着手できないかと考

えており、ほかの団体については今のところ未定であるため、大福での事業計画などを

参考に、改良に向けた指導をしてまいりたいと考えております。 

  荒廃農地対策につきましては、特に水田の転作の取り組みの経過により、山間地の条

件不利地で拡大しており、もちろん町レベルで取り組まなければならない課題でありま

す。町農業委員会において、平成２０年から制度化していただいている農地バンク登録

制度において、約８反分の利用権設定が完了しており、また平成２１年度の改正農地法

により、一般企業等の農業参入ができることとなり、本町におきましても社会福祉法人

の障がい者就業対策としての解除条件つきの３条賃貸契約で、２町２反分の移動があり、

約１町近い荒廃地を解消してきたところでございます。 

  また、先ほど述べましたように、荒廃地と山林を巻き込んだ茶園造成を進められない

かも研究していきたいと考えておるところでございますので、何とぞ御理解賜りますよ

うに、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、施策の３回目の質問をさせていただきます。 

  施策の中で、特にインフラ整備の促進が重要でありますが、特に新名神高速道路は平

成３５年に完成いたしますが、並行して山手線も同時期を完成目標にするとなれば、国

なり、府なり、あるいはまたＮＥＸＣＯとの調整も不可欠でありますが、いずれにいた

しましても、直接かかわるのは本町がやはり積極的に動かなくては何も進まないと思い

ます。とりあえず、今、南バイパスのほうはできておりますが、その延長から新都市ゾ

ーンのところぐらいまでは、早急に約１キロぐらいの距離を調整あるいはまた研究に入

り、具体的なアクションを起こしていただいて、目に見えてですね、ああ、進んできて

るなというのが住民から実感できるような取り組みを、ぜひお願いしたいわけですが、

町長の建設的な御見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 宇治田原山手線の整備促進についてでございますけれども、宇治田
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原山手線の整備については、京都府、また西日本高速道路と十分連携する中で整備を促

進してまいりたいと考えておるところでございます。 

  新年度には、宇治田原山手線整備促進に向けた調査を実施することとしており、議員

御指摘の区間のみでなく、未整備区間全線を視野に取り組みを進めてまいる所存でござ

います。宇治田原山手線の未整備区間の早期実現に向け、私としても、最優先課題の

１つとして位置づけ、取り組んでまいりますので、御支援、御鞭撻を賜りますように、

心からお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、３件目の質問をさせていただきます。 

  ３件目は、庁舎の耐震対策についてお伺いいたします。 

  庁舎の耐震改修については、１２月議会でも確認いたしておりますが、平成２５年度

から３カ年をかけて考えており、現在、バリアフリー改修、老朽箇所の改修とあわせて

工事実施のための調査、関係機関との協議及び詳細設計を行っているところであるとい

うような１２月では答弁をいただいておるわけであります。 

  一方、西谷町長は、２０１２年度当初予算で耐震改修実施設計費１，８６０万円は議

会で可決されていますが、昨年の８月１３、１４日の豪雨被害を勘案すれば、有事の際、

災害対策本部となる現庁舎は河川に隣接しており、時間雨量１００ミリ降った場合の被

害想定をした上で再検討し、改修か、新築移転か、結論を出すべきと考えていると言っ

ておられるわけであります。 

  町長は、現状の計画を一旦白紙に戻し、再検討しようとされているのか、また検討の

結論はいつごろまでに出していただけるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 庁舎の耐震対策について御答弁を申し上げます。 

  庁舎の耐震対策につきましては、平成２４年度事業として工事実施設計を行っており、

関係機関との事前協議を進めているところですが、東日本大震災の検証等をもとに、全

国的に災害応急対策活動の拠点としての庁舎の重要性が再認識されるようになってまい

りました。このような中、本町庁舎の敷地については、京都府の田原川浸水想定により

ますと、平成１２年９月の東海豪雨に相当する降雨、１時間雨量９５ミリで４８時間雨

量５１２．７ミリより田原川は氾濫し、そして５０センチ未満の浸水深が想定されてお

りますことや、また昨年の８月の京都南部豪雨の災害状況からも安心・安全なまちづく

りを推進する上での災害応急対策活動拠点としての庁舎のあり方等を含め、再検討すべ
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きと判断し、平成２５年度事業については当初予算への計上を見合わせたところで、今

後、災害応急対策活動の拠点としての重要性並びに新名神高速道路の開通及び宇治田原

山手線の整備等、まちづくり全般を見据えた上で、議会とも御相談をする中で、改修か、

改築かを判断してまいりたいと考えておるところでございます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

  ただいま御答弁をいただいた内容では、震災よりも豪雨災害を想定したときの対応に

ウエートをかけて判断したというような意向のようでありますが、確かに水害という部

分も見逃すわけにはいきませんが、私は、それ以上に震災のほうが予測もつかないし、

また大震災が発生したときは被害そのものも大きくなると思うわけであります。また、

災害応急対策活動拠点としての庁舎のあり方等を含めて再検討すべきと判断したと言わ

れていますが、その中で、新名神高速道路の開通及び宇治田原山手線の整備等、まちづ

くり全般を見据えた上でというようなお話もございました。改修か、今、新築かという

よりも改築と言われましたが、そこら辺は新築という部分で、私は解釈をしておきたい

と思いますが、判断したいと言われておりますが、結論は先送りしたいというお考えが

見え隠れします。先送りにも限度がございます。いつごろまでに結論を出すのか、明確

なお答えをいただきたいと思いますが、町長のお考えをお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 先ほど御答弁させていただいた改修、それと新築でございますので、

訂正させていただきます。申しわけございません。 

  それでは、２問目でございますけれども、これまでの庁舎の耐震診断を実施し、耐震

改修を計画してきた主たる目的につきましては、役場を利用する住民の皆さん及び庁舎

内で働く職員の生命を守ることにありますので、耐震対策を講じることは喫緊の課題と

認識をしております。 

  今日まで未対策であったことにつきましては、学校施設や他の公共施設の耐震改修を

優先してきたためであり、決して先送りするとの考えではございません。耐震改修であ

れ、また新築であれ、住民の命を守るという主たる目的に変わりはございませんので、

至急に取り組んでまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いを申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、３回目の質問をさせていただきます。 
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  現庁舎は、築５０年経過しておりますが、今、耐震対策を行っても一時的な対策に過

ぎず、多額の金をかけて対策しても、今後、長期にわたって３０年、５０年対応できる

かといえばとても無理と思われ、限界であります。今、思い切って更地に新庁舎の検討

を始め、防災センター機能を備えた新庁舎を建設すべきであると考え、前向きに検討願

いたいところであります。 

  予算についても、以前に計画されておりますよりも、相当圧縮できると思います。将

来どのようなイメージを描いておられるのか、再度、町長のお考えを、御見解をお伺い

したいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 役場の庁舎本館の１、２階部分のＲＣ造の建物については、建築か

ら５４年が経過しておりますが、構造部分のコンクリートについては、中性化等の劣化

は進んでおらず、必要十分な強度も持ち合わせております。屋根などの雨漏りの修繕を

行い、適正な管理を行うならば、相当の期間について問題はないと考えております。 

  しかしながら、現在の施設機能の維持は可能でも、増築などの機能拡充には限界があ

るのも事実でございますので、本町としても、必要な庁舎機能を防災面も含め再点検し

た結果、現在の庁舎では不十分と判断するならば、新庁舎建設に即着手してまいりたい

と考えております。 

  新庁舎建設に係る費用につきましては、庁舎の規模、また配置、求める機能により大

きく変化するものでございますので、現段階では申し上げることは困難なところでござ

いますので、御理解賜りますように、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、耐震の関係についてちょっと御意見を申し上げたいと思

います。 

  今、町長のほうから、１、２階についてはですね、さほど問題がないと御答弁いただ

きました。この庁舎については、耐震診断を行ってから、もう既に７年が経過するわけ

であります。診断結果は、町長も御存じだろうと思いますが、本館の１、２階が

０．２５であります。財政課の東の、ちょっと中２階については０．２６。しかしです

ね、この本館の３階に至っては０．０２という、極端に弱い構造になっておるわけであ

ります。こういった係数が、既に報告されておるわけであります。この数字から判断し

てもですね、早急に耐震対策をしなくてはいけないというのは、これはもう一目瞭然で

あります。このことは、もう町長も十分よく御存じだろうと思いますので、今後、積極
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的なですね、やはり検討と前向きな対応、ぜひお願いいたしまして、この件については

終わりたいと思います。 

  次に、４件目でありますが、４件目は学校教育について御質問させていただきます。 

  まず、１点目は、新学習指導要領について伺います。 

  週５日制、子供がゆとりある生活の中で個性を生かしながら豊かな自己表現を図るこ

とを目指し、公立小・中・高を対象に、平成４年９月から土曜日を月１回休み、そして

平成７年４月から月に２回休みと、段階的に実施され、平成１４年４月から完全実施に

移行されております。学校と家庭、地域社会が連携し、子供がみずから考える力を育む

ことが目的とされたことが、必然的に授業時間が減り、学力低下を招いたゆとり教育に

よる学力低下の反省等から、新学習指導要領の改訂で、授業時間数は小学校は６年間で

２７８時間、そして中学校では３年間で１０５時間それぞれ増加し、本町においても夏

休みの短縮等で大きく変化してきたわけであります。授業時数もふやした新学習指導要

領が、小学校で平均２３年度から、中学校では本年度から実施されておりますが、現状

の実施状況についてお伺いいたします。 

  また、小・中学校における新学習指導要領移行の成果及び問題、課題等について教育

長の御見解をお伺いしたいと思います。 

  ２点目は、新学習指導要領とは別に、今、文部科学省は、現在、公立学校で実施され

ている完全学校週５日制を見直し、土曜日にも授業をする週６日制導入の検討を始めて

おります。私立の中には、既に土曜日授業を続けている学校も多くあると聞いておりま

すが、公立の学力格差拡大の懸念を払拭する狙いもあるように言われております。今後、

このような取り組みが具現化されるようなことになれば、それに対しての準備と対応策

を検討していく必要があります。きょう、あすの問題でないわけであります。問題、課

題の整理ぐらいは必要であります。教育長のお考えをお伺いしたいと思います。 

  この件に関しては、授業時間確保の一手として、一部の学校では国に先行して土曜日

授業を実施する動きが一部で広がってきておるというふうにも聞いております。子供た

ちの学力向上を目指す学校もあらわれてきているとお聞きいたしますが、今後、文科省

の検討を踏まえて、どのような対応をしていくのか、常々頭に入れながら検討していく

必要があります。本町においても、新学習指導要領の全面実施を控え、授業時間数の確

保のため、夏休みの短縮を急遽決定されましたが、特に大きな問題もなく進捗したわけ

ですが、今後、国及び府の動向を踏まえ、慎重な対応が必要であるというふうに思うわ

けであります。教育長のお考えと対応策について御見解を伺いたいと思います。 
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○議長（田中 修） 西出教育長。 

○教育長（西出維久雄） 改めまして、おはようございます。 

  平素は、教育行政の進展に何かと議員の皆様方には御理解とまた御支援を賜りまして、

厚く御礼申し上げます。 

  さて、垣内議員の御質問にお答えいたします。 

  議員、御指摘のとおり、新学習指導要領では、ゆとりか詰め込みではなく、基礎的な

知識・技能の習得と思考力・判断力・表現力の育成の両方が大事であるとされておりま

す。そして、それぞれの力をバランスよく伸長させるため、教科の時間数を大幅にふや

しまして、各教科の指導内容の改善が行われました。そして、平成２３年度から小学校、

平成２４年度から中学校において完全実施されました。 

  本町におきましては、平成２３年の４月に管理運営規則を改正いたしまして、夏休み

を５日間短縮いたしました。そして、新学習指導要領が求める標準授業時間数を小学校

で約６０時間、中学校で約４０時間上回る指導計画を立て、ゆとりを持って指導してお

るところでございます。この結果、年間授業時間数は町立の３小・中学校とも十分に確

保できております。 

  次に、新学習指導要領へ移行してからの成果といたしましては、算数、数学科を例に

とりますと、児童・生徒のつまずきやすい内容を確実に習得させるための繰り返し学習

や、知識・技能を活用し、児童・生徒みずからの考えを発表する場を取り入れた授業等

が行われるようになってまいりました。 

  また、本町が独自に配置いたしました補助教員を活用いたしまして、基礎学力の定着

を図るため、各校とも、京都府学力診断テスト、またＣＲＴテストなどの分析結果を踏

まえまして、個に応じたきめ細かな指導が行われるようになってまいりました。 

  最近問題になっております規範意識や人を思いやり、尊重する心など、豊かな人間性

を育む取り組みといたしまして、府教委が作成しております「京の子ども 明日へのと

びら」などをはじめ、各小・中学校で採用いたしました道徳の副読本等の資料を有効に

活用する道徳の時間の指導も着実に行われるようになってまいりました。規範意識やコ

ミュニケーション能力を高めることによる社会性の育成につきましては、本町の小中一

貫教育推進委員会生活部会と連携した学級活動や外部講師を招聘しての非行防止教室等

が行われるなど、着実に成果が上がってきております。 

  課題といたしましては、小・中学校とも、本当に質・量とも充実された分厚くなりま

した新教科書の中身を児童・生徒にわかりやすく教えるため、本町が導入いたしました
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電子黒板、また電子教科書等の活用も含め、いわゆるＩＣＴ利活用を一部の教科だけで

なく、全ての教科で日常的に行うことが大切であります。各種情報機器を活用し、子ど

もたちの目が生き生きと輝く授業を行うことにより、児童・生徒の教科に対する興味や

関心が一層高まり、ひいては学力の向上につながりますので、教育委員会といたしまし

ては、各校に対し、引き続き指導、助言をしていきたいと考えております。 

  次に、学校週５日制の見直しと土曜日の授業実施についてお答えいたします。 

  本町では、先ほども議員御指摘のとおり、夏休みを短縮した関係で、年間授業日数は

十分に確保できております。しかし、土曜日を活用した地域に根差す多様な教育活動を

展開するため、来年度から児童・生徒の振替日を設けない教育課程に位置づけた土曜授

業を小・中学校とも学期１回、年間３回程度実施する方向で学校と調整しているところ

でございます。 

  教育委員会といたしましても、国や府の動向をしっかりと把握し、学校週５日制の見

直しの動きにおくれをとることのないよう、対応していきたいと考えておりますので、

御理解を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

  新学習指導要領については、定着し、安定向上を目指し、最終的には個々人の個性を

最大限生かしながら、より一層充実させて学力向上にも結びつけていく必要があります

が、今後の取り組み及び教育長のお考えを伺いたいと思います。 

  一方、現在、田原小学校及び宇治田原小学校の全ての学年において２クラスにて対応

されておりますが、来年度は宇治田原小学校において、新入児童数が現状で３２名と聞

いております。本来は１クラスでありますが、２クラスが確保できるようにならないの

か、それとまた１クラスとなれば厳しい対応となるため、十分なフォロー体制が必要と

考えますが、教育長の見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 教育長。 

○教育長（西出維久雄） それでは、新学習指導要領の定着に向けた今後の取り組みにつ

いてお答えいたします。 

  小学校では、新学習指導要領による教育課程２年目が終わろうとしておりますが、児

童が毎時間の各教科の授業が楽しみだと言ってくれるような魅力ある授業を先生方に行

っていただくことが、何よりも重要なことであります。 

  さらに、町独自の学力充実補助教員を十分活用し、小学校１年生からおくれ、つまず
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きのある児童に対し、個別のきめ細かな指導を行い、小学校の段階から基礎、基本の定

着を図ってまいりたいと考えております。 

  また、第５、第６学年で、週１時間、新学習指導要領で新たに教科として位置づけら

れました外国語活動につきましても、児童にとってより魅力ある授業となるよう、来年

度１名増員する予定の英語指導助手、いわゆるＡＬＴを小学校に配置し、１年生から英

語や異文化に触れる機会をふやし、小学校段階から国際感覚を身につけた子どもたちの

育成に取り組みたいと考えております。 

  また、中学校では、今年度から各学年とも、議員御指摘のとおり、標準授業時間数が

年間９８０時間から１，０１５時間にふえましたけれども、生徒に確かな学力をつける

ことが課題であります。 

  小学校と同様、町の学力充実補助教員を積極的に活用いたしまして、基礎学力の定着

していない生徒に対しまして個別指導を徹底させたいと考えております。 

  今後、小中連携を一層進め、中学校教員が小学校の児童に対しまして国語あるいは算

数の学力実態をきめ細かく把握し、基礎学力や学習意欲、生活習慣等にかかわる解決す

べき課題を明確にすることにより、個に応じた指導をさらに徹底させたいと考えており

ます。 

  特に、来年度、中学校に新たに配置予定の小中一貫教育コーディネーターを活用し、

小・中学校の教員が連携した組織的、計画的な学力充実に向けた取り組みを行う予定で

ございます。 

  次に、２つ目の町立小学校の学級編成についてお答えいたします。 

  まず、田原小学校につきましては、来年度、第２学年と第３学年におきまして府の少

人数学級編成を活用し、２学級編成を予定いたしておりますので、学級数は特別支援学

級を含めまして２５年度１４学級となり、今年度と変わりません。 

  御質問の宇治田原小学校では、今年度は第２学年を少人数学級編成を活用し、２学級

といたしました関係で、特別支援学級１学級を含めまして１３学級で編成いたしました。

来年度は、新１年生の入学児童数は今のところ、先ほど議員御指摘では３２名とおっし

ゃられましたけれども、さらにふえまして３５名を予定いたしておりますので、府の基

準により１学級編成となります。第３学年につきましては、３８名を予定し、少人数学

級編成が可能で、２学級編成となります。したがいまして、来年度は、普通学級が１学

級減の１１学級、特別支援学級が１学級ふえますので２学級となります。したがいまし

て、今年度同様、トータルでは１３学級編成となる予定でございます。 
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  第１学年につきましては、府及び町単費の補助教員を重点的に活用いたしまして、い

わゆる小１プロブレム等に対応できる指導体制を組んでいきたいと考えておりますので、

御理解を賜りますようお願い申し上げます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 垣内君。 

○１番（垣内秋弘） それでは、少し意見を述べさせていただいて終了いたしますが、新

学習指導要領も、緒についたばかりでございます。さらなる向上を目指した取り組みを

お願いしたいと思いますし、今、学級編成のお話もございました。ぜひ、十分なフォロ

ーと体制づくりをお願いいたしまして、私の質問を終わります。 

○議長（田中 修） これで、垣内秋弘君の一般質問を終わります。 

  引き続きまして、５番、今西久美子君の一般質問を許します。今西君。 

○５番（今西久美子） それでは、５番、今西久美子でございます。通告に従いまして、

一般質問を行います。 

  １点目は、町長の政治姿勢についてであります。 

  先ほどの垣内議員の御質問にもございました一党一派に偏しない中立で公平・公正な

立場での行政運営についてでありますけれども、既に御答弁をされました内容を受けま

して、お聞きをしたいと思います。 

  行政運営については、当然、一党一派に偏しない中立で公正・公平な立場で行ってい

くと、そういう御答弁でしたけれども、さきの町長選挙に際しまして、日本共産党宇治

田原町支部が、両候補に出させていただきました公開質問状におきましては、誠実に御

回答をいただいたというふうに思っております。その中で、一党一派に偏しない中立公

正な行政運営をすべきであるという質問に対しまして、西谷陣営からは、行政運営に当

たっては中立、公平・公正であるべきと考えますと、こういう御回答はいただきました

けれども、一党一派に偏しないという文言はございませんでした。これは、先ほど垣内

議員もおっしゃいましたけれども、選挙戦におきまして著しく一党一派に偏していたか

らではないかというふうに思うわけです。選挙であれだけ支援をされ、推薦をされ、ま

た逆に国政選挙ではこれまで自民党の候補者を応援されてきた西谷町長ですけれども、

その自民党の国会議員の皆さん、自民党の政権が一体どのような政治を推し進められて

いるでしょうか。この間だけでも、生活保護基準の引き下げや年金減額など、社会保障

費の削減や地方公務員の賃金引き下げを前提とした地方交付税の引き下げ、さらには、

今、垣内議員の御質問にもありましたけれども、３５人学級のね、実施も決定もしてお
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りましたけれども、これを見送る、こういう施策が消費税の増税実施とあわせて行われ

ようとしております。暮らしと経済の深刻な事態をますます厳しい方向に導き、自治体

の役割そのものを弱め、一層地方を切り捨てる方向を打ち出しているではありませんか。 

  西谷町長も、施政方針演説の中で地方交付税の引き下げについては触れられてはおり

ましたけれども、一切遺憾の意をあらわすこともなく、反対の声を上げるでもなく、た

だただ国の動きを注視するとされているだけであります。このこと自体、一党一派に偏

していると言われても仕方がないのではないでしょうか。こんなことで、宇治田原町を、

また宇治田原町住民の生活を本当に守れると言えるのでしょうか。住民に不利益をもた

らす国や府の政策について、きっぱり住民の立場で物が言えるのでしょうか。この点で

町長の御見解をお聞きしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 今西議員の政治姿勢についてお答えいたします。 

  確かに、議員御指摘の公開質問状の一党一派に偏しない中立で公正・公平な行政運営

についての質問事項に対しまして、私は、行政運営に当たっては、中立、公平・公正で

あるべきと考えますと御答弁をさせていただきました。これは、行政運営に中立、公

平・公正であるには、一党一派に偏しないのが当然のことでありますことから、あえて

一党一派に偏しないというフレーズを使ってお答えをしていないわけで、一党一派に偏

するという意味ではございませんので、そのように御解釈を改めていただきますようよ

ろしくお願いを申し上げます。 

  私は、一党一派に偏することなく中立で公平・公正な立場で町政運営に当たってまい

りたいと考えております。私は、１万住民の暮らしを守るリーダーとして、政権政党で

ある自由民主党や、また京都府に対しましても、住民の立場で是非をしっかり申し上げ

てまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますように、よろしくお願い申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） ただいま御答弁で、住民の立場で是非を申し上げていくというこ

とでした。 

  では、町長のその是非の基準ですね、住民の立場とおっしゃいましたけれども、何を

基準に是か非かを判断をされるのか、その点をお聞きしたいと思います。 

  また、具体的に先ほども申し上げましたけれども、自民党政権が現在進めようとして

いる施策につきまして、是とするのか、非とするのか、お聞きをしたいと思います。
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１つ目には、生活保護基準の引き下げ、年金減額などの社会保障費の削減について、

２つ目には、地方公務員の賃金引き下げを前提とした地方交付税の引き下げについて、

３つ目には、３５人学級実施の見送りについて、以上は、町長の判断として是とするか、

非とするか、どうでしょうか。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 是非の基準は、その政策が住民福祉の向上にどのような影響を与え

るか、慎重には判断すべきと考えておるところでございます。 

  議員が挙げられました具体的な問題につきましては、端的に申し上げますと、非とな

りますが、社会保障と税の一体改革などの財政問題を抱える中、まさしく総合的かつ慎

重な判断を要する課題であると考えておるところでございますので、御理解を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） 当然のことですが、国の政治がね、住民の生活に大変大きな影響

を及ぼすことは言うまでもございません。国の問題はね、国で判断をされるわけです。

今、御答弁ありました社会保障と税の一体改革とか、国の財政状況とか、それは国の議

論なわけであります。その国の議論や判断に影響を与えるのがやはり世論ですね、国民

の声であり、地方自治体の声なわけであります。町長としてはね、国のことや自民党の

政権をおもんぱかってね、あれやこれや理由をつけて真の住民の声を伝えることができ

ないようではやっぱり困るわけですね。そういう意味では、町長として、住民の声をし

っかりと届けていく、あかんことはあかん、はっきり言う。その選挙戦でも強調されて

おりました太いパイプをですね、十分利用していただいて、はっきりと物を申していた

だきたい。それが町長の役割であるというふうに指摘をしておきたいと思います。 

  それでは、２つ目の水道料金について、基本水量の見直しについてお伺いをいたしま

す。 

  この間、この問題につきましては、何度も一般質問でも取り上げてまいりました。京

都府下でも２番目に高い基本水量であること、また核家族化が進むなどして、基本水量

に達していない世帯が３割以上にも上る現状であること、基本水量以下の世帯では節水

をしてもその努力が料金に反映されない仕組みであることなど、御指摘を申し上げ、基

本水量の見直し、基本料金の引き下げを求めてまいりました。 

  西谷町長も、重々御承知をいただいていることと思います。町長は、住民目線を一番

に住民の気持ちに立った町政運営をしていきたいとされましたけれども、住民の立場で、
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今の水道料金体系をどのように思われるでしょうか。 

  また、先ほども申し上げました我が党の公開質問状に対して、西谷陣営は、基本水量

を細分化をし、料金に反映すべきというふうに御回答をいただきました。具体的にどの

ようにされようとしているのか、お聞きをいたします。 

  次に、水道料金の負担軽減についてお聞きをいたします。 

  この間、ひとり暮らしや高齢者世帯、住民税非課税世帯などで基本水量以下の世帯を

対象に、水道料金の減免の適用をしていただきたいと訴えてまいりました。町長は、選

挙中に配布をされましたこのビラの中でですね、高齢者福祉サービスの充実の一環とし

て、高齢者世帯への支援を挙げ、水道料金の負担の軽減を掲げておられます。ぜひ、具

体化をしていただきたいと思いますが、どのようにお考えでしょうか、お聞きをいたし

ます。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、基本水量、また水道料金についてお答えを申し上げます。 

  まず、１点目の基本水量と基本料金との見直しについてでございますけれども、上水

道の水道料金につきましては、昭和４７年７月の創設から今日までの間、昭和５７年

５月、平成５年６月と２回の改正を行ってまいりまして現在の水道料金の体系となって

おります。約２０年間、料金体系の見直しは行っておりませんが、逆に申し上げれば、

約２０年間、料金の値上げを行っておらず、実質的には消費税の導入、また消費税率ア

ップの際には消費税相当額の値下げを行ってきた経過があります。その料金体系では、

水道管口径２０ミリの場合、１カ月当たり基本水量２０立方メートルまでの基本料金が

２，５００円となっていますが、現在の料金体系だからこそ水道事業の経営、運営の努

力をする中で、現在まで料金改定することなく維持できていると言えます。 

  しかしながら、議員御指摘のとおり、口径２０ミリの基本水量、京都府内で比較しま

すと、ほとんどの水道事業体の基本水量は本町基本水量の半分以下となっており、本町

では約３５％の使用者が基本水量以内での使用となっております。また、節水は水資源

を確保しておくという大切な役割を持っており、節水意識の向上のためにも、基本水量

の引き下げは有効であり、現状の料金体系、基本水量の見直し検討は、私自身、必要と

考えておるところでございます。 

  ただし、基本水量見直しの前提条件として、将来にわたり清浄な水を安定的に供給で

きる体制が維持できるものでなければなりません。健全な水道事業運営が行える料金体

系でなければなりません。そのためには、水道事業運営を取り巻く状況変化の確認、予
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測、また基本水量見直しによる料金収入面などの水道事業運営への影響を検証する必要

があり、その検証から取り組んでまいりたいと考えております。検証・検討の結果によ

りましては、水道料金体系全体を見直す中での基本水量の見直しとなることも考えられ

ます。 

  次に、２点目の水道料金の負担軽減についてでございますが、高齢者福祉サービスの

充実を目指して、この支援施策の１つとしては、高齢者世帯への水道料金の負担軽減が

できないものか、検討が必要と考えております。府内で高齢者を対象とした水道料金の

軽減制度を実施している水道事業体もありますので、制度を調査し、また１点目と同様、

軽減制度の実施による水道事業運営への影響を検証する上で、検討していきたいと考え

ておりますので、何とぞ御理解賜りますように、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） 現状の料金体系、基本水量の見直しを検討していくと、さらには

水道料金の軽減策についても必要性を感じているということで検証に取り組んでいただ

けるということで、ぜひよろしくお願いをいたしたいと思います。 

  １点、２つ目のその高齢者への軽減制度についてはね、福祉施策の一環だということ

で、軽減に係る費用についてはですね、例えば一般会計からの繰り入れということもあ

り得るのではないかと思いますが、その点はいかがでしょうか。 

  さらには、検証にどのくらいの時間を要し、検討する時期についていつごろと考えて

おられるのか、その点、お聞きをしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 基本水量の見直しにつきましては、また水道料金の負担軽減につい

ての検証・検討の実施時期についてでございますが、基本水量を引き下げた場合の検証

につきましては、平成２５年度のできるだけ早い時期に、平成２４年度の実績をもとと

して数パターンのシミュレーションを行い、水道事業運営への影響をまず確認したいと

考えております。 

  また、検証結果を踏まえての料金体系の検討につきましては、さまざまな課題が見え

てくると思われます。その結果を踏まえて慎重に進めていきたいと考えております。 

  もう１点の高齢者世帯への水道料金の軽減についても、府内で実施されている制度内

容を調査し、一般会計への負担も考慮に入れ、できるだけ早い時期に本町水道事業で実

施した場合のその影響は検証したいと考えておりますので、御理解を賜りますように、

よろしくお願いを申し上げます。 
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○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） 住民の皆さんはね、使った分を払うのはね、もうそれは当然やと

いうふうに思ってはるわけです。使ってない分まで何で払わなあかんねんというのが、

やっぱり実感なんですね。そこは、十分御認識もいただいて、住民の皆さんが納得する

料金体系のね、検討に向けて、ぜひよろしくお願いをいたしたいと思います。 

  それでは、３つ目の高校生の通学費の補助についてお聞きをいたします。 

  １点目は、補助の考え方についてであります。高校への進学率は９７％を超えており、

ほとんどの子供たちが高校へ進学をするという昨今でございますが、御承知のとおり、

町内には高校がございません。高いバス代は保護者の大きな負担となっております。子

供さんが高校生になるのを機に、町外へ引っ越されたという方も現におられます。町長

は、このような実態を十分御承知いただいていることとは思います。高校生の通学費補

助の基本的な考え方についてお聞きをいたします。 

  次に、補助の増額についてですが、選挙中の新聞社のインタビューにお答えになりま

して、西谷町長はこのようにお答えをされております。まず、２分の１程度まで拡充後、

段階的に拡充をし、全額補助を目指すというふうにお答えになっておられます。新年度

予算では、補助の増額、拡充をされるということですけれども、半額ということにはな

っておりません。今後、どのような段階を踏んで全額補助を考えておられるのか、その

点、お聞きをしたいと思います。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 高校生の通学費補助について御答弁申し上げます。 

  補助の考え方についてでございますが、高校生通学補助は、保護者の負担軽減と路線

バスの運行を補助することを目的として、平成５年度からスタートいたしました。そし

て、今日までの間に、幾度かの改正を行う中、目的を達するために運用いたしてまいり

ました。当該補助制度は、あくまで補助であり、給付する内容ではありませんので、制

度の趣旨に則り、申請主義に基づいて補助させていただいております。本町の地理的条

件や交通事情からして、高校については町外へ通学することを余儀なくされる状況であ

り、保護者の負担に関しても相当なものとなることは認識をしております。 

  このことから、補助制度の趣旨を踏まえて、引き続き継続実施する考えでございます。

補助の額についてでございますが、可能な限り負担軽減に努力してまいりたいと考えて

おります。 

  今回は、従来からの補助率を２分の１から３分の２へと見直し、補助額ベースはおお
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むね現行の１．３倍程度まで引き上げたいと考えております。これを年間の負担額に置

きかえますと、現行では年間総負担額に対して２０から３０％に相当する補助金額であ

ったものが３０％から５０％に増加させていただくことになります。補助額を段階的に

引き上げ、全額補助を目指したいという考え方につきましては、今も変わりはございま

せんが、財源的に措置できるや否やという問題もあり、即、実現させるということには

無理があるというのが実情でございます。また、今回の改正により、従来の制度では対

象外であったバスを利用しない生徒の保護者に対しましても、交付することとしたいと

考えております。いわゆる給付も行うとしたものであり、これにより、対象者の拡充も

行えるものと考えております。 

  今後も、財源の確保につながる施策を進める中で、可能な限り増額に努めてまいりた

いと考えておりますので、何とぞ御理解を賜りますように、よろしくお願いを申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） ただいま御答弁をいただきましたけれども、今回の改正でですね、

３０％から５０％、半額補助をされる場合も出てくるんですか、ちょっとその点、確認

をしたいと思います。私の計算ではですね、３０％から４０％ぐらいの割合で補助がさ

れるというふうに思うわけですが、どうでしょうか。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 今、申しわけございませんけれども、先ほど申し上げました現行で

は年間総負担額については、２０％から３０％相当に補助金額があったものが３０から

４０％に増額させていただいたということでございますので、御理解願いたいと思いま

す。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） この間ね、ずっと制度も、充実も拡充もしていただいているとい

うふうに思っております。ただ、その教育委員会のね、その運用の仕方がこう……、こ

ろころ変わっておるようで、保護者の中に非常に混乱を招いております。同じように通

っているのに、去年もらえたけども、ことしもらえへんとかね、そういうことも現にあ

ったようでございますので、その辺は、先ほどの補助の考え方についてね、保護者の負

担をできるだけ軽減したいと、そういう気持ちで対応していただきたい、これは切にお

願いをしておきたいと思います。 

  それと、毎年ですね、その対象の子供は変わっていくわけですね。来年度３年生の子
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は、再来年度はもらえないわけですよ。そういう意味からいったらね、そう小出しにす

るんじゃなくてね、やっぱり一気に、インタビューで答えておられたようにね、半額ぐ

らいまではね、来年度ぜひ持っていってほしかった。とりあえずですね、その初乗り運

賃を引くとかね、そういうこと、方法じゃなくてね、かかった金額の半額補助ぐらいか

らはね、スタートすべきやというふうに思いますが、どうでしょうか。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） ３回目の質問にお答えします。 

  先ほども申し上げましたけれども、できるだけ保護者の負担軽減をしてまいりたいと

いう気持ちは私も十分持ち合わせてる中で、やはり、先ほど申し上げましたとおり、そ

の５０％、また全額という目標には取り組んでまいりたいと考えておりますけれども、

財源等の確保に努める中で、今後も可能な限り考えてまいりたいと思っておりますので、

御理解を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 今西君。 

○５番（今西久美子） これも、いつも申し上げていることですけれども、子供が高校生

になったらもう引っ越さなあかんと、こんなことがね、あるようではやっぱり困るわけ

ですね。定住対策ということで、町長も打ち出しておられます。ぜひとも、御努力いた

だきますようお願い申し上げまして、私の質問を終わります。 

○議長（田中 修） これで、今西久美子君の一般質問を終わります。 

  引き続きまして、７番、谷口重和君の一般質問を許します。谷口君。 

○７番（谷口重和） 通告に従いまして、７番、谷口重和が一般質問を行います。 

  まずは、先般行われました町長選挙において当選されました西谷町長、当選おめでと

うございます。心よりお祝いを申し上げます。 

  宇治田原町１万住民の先頭に立って、安心・安全、そして暮らしやすい、また地元産

業全般にと十分に力を入れて、町政を発展させていただくことを期待するところであり

ます。 

  さて、西谷町長は、選挙当時、新聞紙上において、私の記憶では、選挙のしこりは多

少残るだろうとのコメントだったと思いますが、今現在の所信をお聞かせください。 

  そして、副町長は、行政経験者で６月ごろにと、これも新聞紙上にあったと思います

が、町長個人では腹に決めた人物がいるようにも理解できますが、その点どうか、お伺

いいたします。 

○議長（田中 修） 町長。 
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○町長（西谷信夫） 谷口議員の政治姿勢についての答弁をさせていただきます。 

  まずは、消防団で大変お世話になってきました大先輩であります谷口議員より、町長

として大きな期待を寄せているというお言葉をいただき、大変ありがたく感謝を申し上

げる次第でございます。 

  さて、御存じのとおり、さきの町長選挙は、町を二分する大変厳しい選挙でありまし

た。議会議員の皆様におかれましても、それぞれのお考えやお立場があったことと存じ

ます。正直に申し上げますと、選挙当選直後は、議員御指摘のとおり、そのような心配

が少し頭をよぎったのは事実でございます。しかしながら、その後、議員の皆様や住民

の皆様から町政運営に対する温かい、また心強いお言葉を数々頂戴する中で、このよう

な心配は私の頭の中では現在は完全に消え去っております。それよりも、議会と行政の

関係はよく車の車輪に例えられますように、両輪が緊張感を持って二元代表制の機能を

十分発揮し、１万住民の福祉の向上と町の発展という１つの方向に向って歩みを進めて

いかなければなりません。どうか、議員各位におかれましては、前奥田町政同様に、御

指導、御鞭撻を賜りますように、心からお願いを申し上げます。 

  次に、副町長の選任についてでありますが、副町長の職は、申し上げるまでもなく、

私の補佐役として大変重要な任務を果たさなければならない職であると認識しておると

ころでございます。したがいまして、その選任につきましては、議会とも十分な御相談

を申し上げる中で、しかるべき時期に御提案をさせていただきたいと考えておりますの

で、何とぞよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 谷口君。 

○７番（谷口重和） 次に、庁舎について質問いたします。 

  西谷町長の基本方針として、奥田町政の継承発展とありますが、庁舎は改築で行かれ

るのか、防災面に最適な好条件での場所で新築を考えておられるのか、お伺いいたしま

す。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 庁舎について御答弁申し上げます。 

  私の基本方針につきましては、先ほど御答弁申し上げましたとおり、奥田町政を継承

し、発展させながら、何よりも住民の皆様の思い、意見を色として、新しいまちづくり

に取り組んでまいりたいと考えておるところでございます。 

  その庁舎につきましては、先ほども垣内議員にも答弁させていただきましたように、

耐震改修やバリアフリー化及び長寿命化だけを目的とした庁舎整備でなく、昨年の豪雨
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等、特に全国的に発生するゲリラ豪雨等も検証する中で、現場所も含み、安心・安全な

まちづくりを推進する上での災害対策の体制のあり方等を見直すべきと判断したところ

であり、今後のまちづくり全般を見据えた上で、議会とも御相談する中で、改修か、新

築かの判断を行いたいと考えておりますので、何とぞ御理解賜りますように、よろしく

お願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 谷口君。 

○７番（谷口重和） 宇治田原山手線について質問いたします。 

  ２０１３年度予算で、山手線整備促進調査事業として４，０００万円の新規予算が計

上されておりますが、その内容は。また新名神と同時ぐらいになるのか、それより早く

できないものか、そして今現在南地区において部分的に開通していますが、工業団地ま

での開通は３０７号線の混雑からして急を要すると思いますが、その点をお伺いいたし

ます。 

○議長（田中 修） 黒川建設課長。 

○建設・環境課建設課長（黒川 剛） 宇治田原山手線整備促進調査事業でございますが、

大きくは２つの取り組みを予定しておるところでございます。 

  まず、１点目でございますが、宇治田原山手線の測量調査でございます。当該道路計

画は、地形図をもとに道路のルートを選定したものでございます。今後、具体的な整備

を行うため、現地測量や地質調査などを実施しようとするものでございます。 

  新名神高速道路の工事用道路として、宇治田原山手線の活用を西日本高速道路に対し

要請しているところでございますが、工事用道路として終わる場合の整備と一般供用を

前提とした整備とでは道路規格が異なってくることから、工事用道路を設計する以上の

過分負担分を町事業として作業分担することを想定しているものでございます。 

  なお、具体的な工事用道路の設定は、現時点では明確になっていないことから、どの

区間を調査するかにつきましては、今後の西日本高速道路及び京都府との協議を行う中

で明確になってまいるものでございます。 

  ２点目は、宇治田原山手線沿道土地利用検討でございます。 

  宇治田原山手線整備効果を高めるため、沿道の未利用地について土地利用計画を検討

するものでございます。これにより、計画道路と交差する道路形態も同時に検討し、地

域経済の活性化に貢献できる道づくり、地域づくりに取り組んでいきたいと考えており

ます。 

  次に、宇治田原山手線の完成時期でございますが、新名神高速道路による町内交通増
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加への対応との位置づけを行っていることから、平成３５年度の新名神高速道路の完成

に合わせて整備できるよう取り組んでまいります。 

  全線の一括開通が最善ではございますが、部分開通につきましてもあり得ると考えて

おりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 谷口君。 

○７番（谷口重和） それでは、次に、ため池について質問いたします。 

  ２５年度のため池安全診断事業の予算２００万とありますが、宇治田原町全体で

６０カ所、既に検査済みの池もあると思いますが、池の堤防をより高度な技術検査をし

ていただく分において、この予算でどこまで検査ができるのか。思えば、京都南部にお

いて昭和２８年８月１４日、現代用語で言えば、すごいゲリラ豪雨に見舞われ、宇治田

原町では特に南地区において被害が大きく、何カ所かの池が決壊し、家は流され、たし

か７人の犠牲者まで出、そのときの雨量は６００ミリに達したような話も聞いたような

覚えがあります。昨年のくつわ池堤防の決壊は記憶に新しいところです。このようなゲ

リラ豪雨が、今、南地区に発生したならば、犠牲者は何人でるか見当もつかないと思い

ます。昭和２８年に決壊していない堤防は相当古く、危険性は非常に高いと思われます。

ため池の診断結果と、またＡ、Ｂ、ＣのランクのＡ、緊急な対応が必要とはどのような

対応が必要か、お伺いいたします。 

○議長（田中 修） 木元産業振興課長。 

○産業振興課長（木元保男） それでは、ため池についてですね、ため池の安全診断につ

いての質問にお答えをいたします。 

  本町のため池台帳により管理いたしております６０カ所につきまして、京都府ととも

に危険度ランクという、特に危険なところがＡでございます。危険度ランクＡについて

は毎年、Ｂにつきましては３年、Ｃランクにつきましては６年ごとに現地調査を行い、

診断結果によりまして、Ａランクのため池管理者に結果を報告しております。 

  また、それによりまして改修が必要なところにつきましては、災害の未然防止のため、

ため池管理者と現地立ち会いを行い、必要な対策を講じているところでございます。 

  また、平成２３年度のため池診断結果によりますと、Ａランクで９カ所、Ｂランクで

３５カ所、Ｃランクで１６カ所でございます。このような中、近年、ゲリラ豪雨により、

全国各地で被害をおよぼしていることから、平成２４年度より３カ年計画を立てまして、

危険度ランクが高く貯水量の大きいため池の高度な診断を緊急的に実施していくことと

なり、御指摘いただいておりますとおり、南地区に危険箇所が集中しており、平成
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２４年度は平の谷池、滝の上池、本の谷池の機能診断を行い、現地調査は完了しており、

報告書を作成していただいているところでございます。 

  毎年、京都府とともに実施している現地調査は目視によるものでございますが、今回

のため池安全診断事業につきましてはより高度な診断とし、現地の簡易測量を行い、堤

体の大きさ、また流域面積調査により洪水吐の規模、老朽化調査や目視による漏水状況

を把握した中で、三角堰での漏水量の確認も行ったところでございます。 

  また、平成２５年度予算で計上させていただいております調査費で、３カ所を計画い

たしております。 

  今後、２４年度に実施いたしました調査結果等を見ましてですね、緊急に改良工事等

の対応をしなければならない箇所があれば、ため池管理者と協議を行い、国・府の制度

を検討する中で、早急に事業化していきたいと考えております。 

○議長（田中 修） 谷口君。 

○７番（谷口重和） 次に、西ノ山集団茶園について質問いたします。 

  集団茶園の開発造成に至っては、茶園推進室をつくり、綿密な計画設計のもとに生産

者の方々とともに知恵を出し合い、協議を重ねて実行してこられ、相当苦労もされて今

日に至っていると思いますが、最初の植栽では、約３０万本の苗木と聞いておりました

が、現時点においては道路からの目線で見る限りですが、枯れた空間が日々多くなって

いるように思い、ある生産者の方に聞きますと、枯れたところは植えてもまた枯れると

いう答えで、土壌改良を施せば育つ、しかしそれは大変なことでもあると言っておられ

ました。 

  今年度も、暗渠等、排水工事予算が計上されていると思いますが、何分面積が大きい

がゆえに費用も膨らみます。電気柵も完全に機能していなかったようで、イノシシがせ

っかく育った苗木を荒らし、夜中に数人で出て見回り、努力していることも聞きました。

このままでうまくいくのかどうか、私個人、お茶のことはわかりません。経営に行政は

介入できないと思いますが、５年、１０年なり先には高品質の茶を生産し、商業ベース

に乗せられる目標はいつごろの想定か、計画書なりがあれば、お聞かせください。 

○議長（田中 修） 木元産業振興課長。 

○産業振興課長（木元保男） それでは、５件目の西ノ山集団茶園についての御質問にお

答えをいたします。 

  開発造成期間の監督管理、植栽後の行政指導についてでございますが、集団茶園整備

事業につきましては、平成１８年度の防災施設工事に始まり、平成１９年度から２１年
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度までの３カ年継続事業として、宇治田原町の玄関口である郷之口西ノ山において造成

工事に取り組み、平成２２年２月から３０万本の植栽を行い、実施完了したところでご

ざいます。 

  この間、造成工事につきましては、山林の伐採に始まり、１００万立米規模の造成工

事では、切り盛りゼロ設計として、土量の搬入、搬出を一切行うことのない工法で施工

したところでございます。 

  事業における施工管理につきましては、京都府土地改良事業団体連合会に要点管理を

お願いし、技術的なポイント指導、設計変更等の積算業務を中心に業務に当たっていた

だいたところであり、通常の請負者との工程会議や現場管理につきまして、担当課であ

る茶業推進室職員により対応したところでございます。 

  工事期間中の事故や大きな苦情等もなく事業完了できたところでございます。しかし

ながら、植栽後において、畑の排水不良で生育しない場所があったことから、平成

２２年度で補完工事として暗渠排水工事を実施いたしましたが、いまだに１ヘクタール

規模の圃場で生育不良があることから、国費を活用いたしまして２４年度の補正をお願

いし、抜本的な排水対策を予定いたしております。 

  また、植栽後の行政指導でございますが、入植者により法人日本緑茶宇治田原を立ち

上げていただき、茶業に専念される土台づくりはできたことから、法人主導で実施され

るものと考えておりますが、当初計画に沿った今後の設備導入などにつきましては、関

係機関と協議しながら、指導、助言をしてまいりたいと考えております。 

  また、いつごろ事業をベースに乗せられるのかということでございますが、当初計画

におきますシミュレーションによりまして、着工から１４年先、まあ、植栽して１０年

後ぐらいですね、を見込んでおります。 

  これからは、法人のさらなる努力でよくしていただくことを期待しているところでご

ざいます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 谷口君。 

○７番（谷口重和） 御丁寧な答弁、ありがとうございました。それでは、総括として提

言させていただきます。 

  西谷町長の所信を聞き、町政運営にあっては行政と議会は車の車輪の例えのように両

輪が緊張感を持って二元体制の機能を十分発揮し、１万住民の福祉の向上と町の発展に

努力し、公僕の意味を再度に確認し、町政運営に従事していきたいものであります。 
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  次に、庁舎についてですが、既存の庁舎は、立地条件で非常に悪く、田原川がゲリラ

豪雨等によって氾濫すると庁舎の機能が低下し、防災面においても指揮系統に問題が残

る可能性があります。それに、ＲＣの骨格構造は、耐用年数も過ぎ、改修工事も耐震や

バリアフリー、エレベーター新設等々、聞こえはよいが、根本的には軸組構造がそのま

までは１０年もつのか、それ以上もつのか、マグニチュード幾らまで耐えられるのか、

改修工事では正確な数値が出てこない面もあると思われます。さすれば、これは私案の

一案でありますが、今、各自治体で問われております地産地消という観点から、新庁舎

は、地元の木材で、純木造の平屋建築で、市町村合併を考えない場合では、木造庁舎は

２０年で建てかえ、隣接してそれは頑丈な集中防災センターを建設し、日本では本町だ

けにしかなく、全国が注目するような事業を展開してはと案じます。 

  次に、宇治田原山手線ですが、この件は一日も早い開通を望みます。 

  そして、ため池については、前文にもありましたように、特に南地区においては、昭

和２８年８月１４日の大水害では多大な被害と約７人の犠牲者が出た、このような、ま

たもっと大きな被害がいつ起こり得るかわかりません。ため池管理者といっても一個人、

やはり管理は行政主導で確実な常時の管理がＡ、Ｂ、Ｃランク全域で必要であると感じ

るところであります。 

  また、西ノ山集団茶園についてでは、３月７日に急な話で行政、そして生産者の代表

の皆様と視察させていただき、いろいろと説明を受けました。排水が悪く荒れていると

ころ、イノシシ被害で荒らされているところ等を見るにつけ、開発造成当時に茶の植栽

造成に適していたか、設計施工がどうであったか、現開発地決定が地形的に多少なり無

理があったのではないか、少し疑問に思うところであります。しかし、何はともあれ、

農事法人日本緑茶宇治田原が一日も早く生産を商業ベースに乗せられるよう願うところ

であります。 

  最後に、また何かあれば、委員会において具体的に提議させていただきたいと思いま

す。 

  これにて、私の質問を終わらせていただきます。御清聴、ありがとうございました。 

○議長（田中 修） これで、谷口重和君の一般質問を終わります。 

  ここで暫時休憩をいたします。 

休  憩   午後 ０時０５分 

再  開   午後 １時３０分 

○議長（田中 修） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 
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  ８番、山内実貴子君の一般質問を許します。山内君。 

○８番（山内実貴子） ８番、山内実貴子でございます。通告に従いまして、一般質問さ

せていただきます。 

  初めに、御存じのとおり、国費１０．３兆円の緊急経済対策を盛り込んだ２０１２年

度補正予算が２月２６日成立いたしました。防災安全交付金、地域の元気臨時交付金に

は、通学路などの交通安全対策や待機児童解消に向けて保育士の待遇改善など、子育て

支援についての予算も計上されております。これらの事業、交付金を我が宇治田原町で

も大いに活用していただけることに期待をしております。 

  １つ目の質問でございますが、子育て支援についてお伺いいたします。 

  昨年８月に子ども・子育て支援法が成立し、１２月議会において質問させていただき

ましたが、地方版子ども・子育て会議の設置、また子ども・子育て支援事業計画策定に

向けてのニーズ調査に関する予算も計上していただき、ありがとうございます。 

  その子育て支援に関するニーズの中で、保育施設の拡充として、幼稚園と保育所の両

方の機能を兼ね備えた認定こども園、また地域定着型の企業内保育所などを提案させて

いただき、家庭的保育や保育ママなどさまざまな対応もお願いしながら、やはり町立保

育所のみでは保護者の保育ニーズには応えにくい現状と訴えさせていただきました。 

  その御答弁として、マンパワー的にはファミリーサポート事業を実施しているが、町

立保育所での対応のみならず企業内保育所の推進や保育ママ制度など、企業や地域のマ

ンパワーとも連携し、地域全体で子育てを推進することは、非常に重要なことと認識し

ており、今後とも子育て支援の人材育成や事業所への啓発等にも取り組んでまいりたい

と考えているといただきました。 

  町立保育所では、毎年本当に苦心して保育スペースを工夫し、保育していただいてい

る現状の中、さらなる保育施設の拡充をお願いしたいと思います。 

  ことしの初めに、奥山田考房のお話をお聞きする中、「やねだん」というＤＶＤを見

せていただきました。鹿児島県柳谷集落という過疎化が進む地域で、その復興と元気を

取り戻すため住民みずからが立ち上がり、さまざまな取り組みの中、活性しておられる

過程のＤＶＤです。その中で、住民の方々が、ともに声をかけ合い、助け合いながら、

全て人海戦術で挑戦される姿に感動し、また決して内へ内へと引きこもってしまわず、

開かれた地域へと他の地域の方もどんどん迎え入れ、見学会や来賓として空き住居を提

供し、生活する中、さらに発展しておられます。何よりも、住民の方お一人お一人の笑

顔が輝いているのです。 
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  奥山田地区も、すばらしい自然と語り継がれてきた風習、お茶や野菜、農産物など宇

治田原町ならではのよいものがたくさんあり、それを生かして皆で取り組んでいこうと

の熱い思いで、区長様はじめ有志の方々中心にその輪を広げておられます。こういった

地域のマンパワーと、さらに周辺に広がる地域のお力も活用しながら、保育環境も大き

な範囲で考えるべく、例えば他地域の民間保育園を招聘することなども視野に入れなが

ら、さらなる保育施設の充実に取り組んでいただきたいと考えます。 

  潜在的な部分も含めての子育て世代のニーズに応えられる施策の実現のために、子ど

も・子育て支援法によって拡充が予定される施策について、本町の現状と課題、取り組

みの方向性についてどうお考えなのでしょうか。西谷町長が就任された今、ぜひ大胆な

御発想をお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、山内議員の子育て支援対策について御答弁を申し上げま

す。 

  平成２５年度における町立保育所への入所申し込み状況ですが、昨年１１月末に受け

付けを行ない、その後の追加申請も含め審査しました結果、ゼロ歳児６名、１歳児

２６名、２歳児３８名、３歳児３３名、４歳児４２名、５歳児３６名、計１８１名につ

いて入所基準に該当すると認めましたので、２月中旬に入所承諾書を通知させていただ

いたところでございます。 

  しかしながら、ゼロ歳から２歳の低年齢児については、国が示す児童１人当たりの最

低基準面積上、今回入所決定させていただいた人数で既に限度に達しており、このまま

では年度途中に見込まれる追加入所者への対応ができない状況となっております。 

  こうしたことから、平成２５年度予算におきまして、現保育所の部屋配置の見直しに

より２歳児保育室を増床するとともに、子供用トイレや手洗い場を増設する費用を計上

いたしました。また、施設整備だけでなく、３歳児を新たに複数クラスとするため、正

職員の１名増員や発達障害児等に対する加配保育士の体制強化に要する費用も計上する

など、ゆとりある保育の実現を目指しております。 

  このように、子育て支援の充実は私の公約の大きな柱であり、今後とも良好な保育環

境のもと、多様な保育ニーズに対応できるよう各種取り組みを推進してまいりたいと考

えておりますので、御理解賜りますように、よろしくお願いを申し上げます。 

  次に、内外の人や民間活力の導入による地域活性化の観点からの子育て支援ですが、

議員御提案の他地域の民間保育園の招聘については、現時点では想定しておりませんが、
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町内には町が誘致した民間の幼稚園があり、今後は幼稚園との連携や機能分担、また幼

保連携を踏まえた認定こども園制度に関する議論等も必要になってくるものと考えてお

ります。 

  折しも、平成２５年度から、子ども・子育て関連法の成立を受けた市町村子ども・子

育て支援事業計画の策定に向けての取り組みをスタートいたします。子供たちは、次世

代を担う大切な大切な本町の宝であることの認識のもと、今後、幼児期の学校教育、保

育、地域子ども・子育て支援を総合的に推進するためのさまざまな議論を進めてまいり

たいと考えており、その中で将来的な本町の子ども・子育て支援に対するビジョンを描

いてまいる所存でございますので、御理解賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 山内実貴子君。 

○８番（山内実貴子） ありがとうございます。 

  子ども・子育て支援事業計画の策定に向け、まずは子育て世代のニーズ調査をしっか

りとしていただき、そのニーズに応えられる多様な保育環境の充実をお願いいたします。

そして、その情報を広く提供し、相談に対応してくださるべきだと考えております。 

  次に、公共施設の充実についてお伺いいたします。 

  昨年１２月、宇治田原町中央公民館あり方検討委員会の提言書をいただきました。こ

の提言書の中で、中央公民館が実施してきた取り組みや公民館が果たしてきた役割と成

果を十分評価した上で、利用率の低下や老朽化、また総合文化センターやその他公の施

設等の状況やその有効活用なども考慮し、総合的な視点から今後の中央公民館のあり方

について検討することとしたとあり、平成２４年１月から５回にわたって検討され、ま

とめとして出されました。 

  その中で、中央公民館は、経過年数から、また建築基準法、耐震、消防法など全体的

に考慮した場合、建てかえや大規模な改修は困難であり、閉館し、取り壊すことがやむ

を得ないと考える。また、取り壊し後は、公の施設を有効活用するなどの対応が求めら

れる。また、利用者や地域住民に丁寧な説明を行ない、利用者に配慮した代替策や跡地

利用策の検討が望まれるとし、中央公民館の施設利用料と公の施設の使用料とのバラン

スを考慮し、施設使用料の改定についても検討を要するとあります。 

  中央公民館を利用しておられるあるサークルの方は、やはりその継続場所と今後の経

費について不安を持っておられます。利用時間も、中央公民館では午前９時から午後

１０時という中で、ほかに使用できる施設はあるのかとのお声もお聞きしています。利

用制限としての年齢にも、考慮が必要になってきます。 



７６ 

  中央公民館の今後のあり方、また今後の代替施設、総合文化センターや他の公民館な

どや跡地についてどうお考えなのでしょうか、お聞かせください。 

  また、町全体の公共施設の有効利用について、あわせてお伺いしたいと思います。 

○議長（田中 修） 中辻教育課長。 

○教育課長（中辻 正） 中央公民館につきましては、昭和４６年に建築され、住民の身

近な生涯学習の場として、また唯一住民の交流の場としても親しまれてきました。しか

しながら、築４０年以上が経過し、利用者の固定化や利用率の伸び悩む中、雨漏りなど

による経年劣化が進み、特に耐震補強等さまざまな課題が生じてまいりました。 

  こうした中、今後の中央公民館のあり方や方向性やこれらに伴う対応策の協議、検討

について、昨年１月に京都府立大学副学長であり公共政策学部築山教授を委員長とする

６名で構成いたします中央公民館あり方検討委員会を組織し、各種資料による検討や現

場視察、利用者へのアンケート調査の結果も踏まえ、総合的な視点での議論を重ね、昨

年１２月までの５回の検討委員会の結果、施設維持に係る多額な財政負担など全体的に

熟慮した場合、建てかえや大規模改修は行わず閉館し、取り壊すことはやむを得ないと

の提言をいただきました。 

  なお、閉館に伴う取り壊しの時期や施設の利活用につきましては、今後できるだけ早

く決定し、利用者の動向も加味し、利用者へのきめ細やかな情報提供など丁寧な対応が

必要であるとの提言も受けております。 

  中央公民館にかわる施設のあり方としましては、地区公民館や公民館機能を持たせた

総合文化センターをはじめとする公の施設の有効活用を図るとともに、施設の集約化や

一部施設機能の見直しなどを行ない、跡地利用につきましても、議会や住民の意見を尊

重し、進めてまいりたいと考えております。 

  また、町全体の公共施設の有効利用につきましては、総合文化センターを拠点とし、

住民体育館の会議室や中学校の和みホールなどさまざまな施設がございますが、地区公

民館も含め、施設利用料の整合性や施設の利用形態を整理し、有効な利活用の方向性を

今後見出してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 山内君。 

○８番（山内実貴子） 中央公民館のあり方、また町全体の公共施設を利用されているサ

ークルの方々、またボランティアの方々、住民の方々のさまざまなニーズに応えられる

公共施設のあり方について御検討をいただきます中で、乳幼児のような小さな子供たち
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の遊び場、これは屋内、屋外も含めて、安心して遊べる公園等もお考えいただきたいと

思います。 

  住民グラウンド入り口に設置をされています芝生の公園は、管理が大変だとは思いま

すが、とても楽しみにしております。また、高齢者の方がほっこりできるような居場所

づくりなど、皆がいつでも安心して利用できる公共施設への取り組みを御期待申し上げ

て、次の質問に移らせていただきます。 

  ３つ目の質問です。防災・減災の取り組みについてお伺いいたします。 

  昨日３月１１日で、東日本大震災から２年が過ぎました。しかしながら、震災からの

復興は遅々として進まず、今なおその爪跡が深く残っております。 

  本町でも、近くは昨年８月、そして９月の豪雨で甚大な被害を経験しており、そうし

た教訓を生かそうとさまざまな取り組みが行われております。小・中学校や公共施設の

耐震化、自主防災会の発足や防災訓練などが行われる中、実際に避難所運営に当たり体

験型訓練ＨＵＧの導入を提案させていただきたいと思います。八幡市では既に導入され、

京田辺市や精華町でも導入の時期を検討されております。 

  エイチ・ユー・ジー（ＨＵＧ）とは、簡単に申しますと、避難所や運ばれてくる物資

などそれぞれの事情が書かれたカードを、避難所になる体育館に見立てた平面図にどれ

だけ適切に素早く配置できるか、避難所で起こるさまざまな出来事にどう対応すればよ

いかをみんなで考えるための模擬体験をするゲームであります。 

  体を使って体験するさまざまな訓練とともに、ぜひ取り入れていただきたいと考えま

すが、いかがでしょうか。 

○議長（田中 修） 山下総務課長。 

○総務課長（山下康之） それでは、御答弁申し上げます。 

  東日本大震災では、甚大な被害が発生し、２年が経過した今も避難生活を余儀なくさ

れている方々がおられます。大規模な災害時には、避難所は被災者の住宅が回復される

まで、あるいは応急仮設住宅へ入居できるまでの一時的な生活の本拠地となる場であり、

年齢や性別等さまざまな事情を抱える多くの避難者が混在することとなります。そうし

た状況の中、迅速で円滑な避難所運営を行うには、自主防災会やボランティアの方々等

の協力、支援が不可欠であり、平時から訓練等を通じて連携し、備えておくことが肝心

でございます。 

  避難所運営ＨＵＧ訓練は、地震や風水害等の条件を設定した上で、災害時要援護者に

配慮した部屋割りや仮設トイレの設置場所等について意見を出し合いながらゲーム感覚
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で避難所運営を学ぶ訓練であり、防災意識を高める有効な訓練の１つと考えます。 

  近隣市町の避難所運営ＨＵＧ訓練の取り組み状況を参考にしながら、本町においても

取り入れていけるよう検討してまいりたいと考えます。 

  よろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 山内君。 

○８番（山内実貴子） ありがとうございます。 

  もし、自分が派遣された職員とともに避難所の運営に協力しなければならない立場に

なったときのことを考えますと、模擬体験をすることで、避難所を運営することがこん

なに大変なんだという実感をしていただくだけでも大きな収穫になるのではないでしょ

うか。 

  防災減災には、まず自助、そしてふだんからの共助の心が大切だとのお声をお聞きす

る中で、こういう体験をした方々が有事には大きな力となってくださると確信しており

ます。突然の災害時に、避難所の運営は訓練なしにはできるものではないと思います。

ＨＵＧの有効性など検討していただき、ぜひ早期導入をお考えいただきたいと思います。 

  また、今耐震化の促進をしていただいております中、防災減災の取り組みとして、今

度は建物内部の耐震化、天井やガラス窓、カーテンなどにも配慮していただきたいと思

います。 

  ２４年度補正予算、２５年度予算が上がってくる中、ぜひ前向きに御検討いただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（田中 修） 山下総務課長。 

○総務課長（山下康之） 御答弁申し上げます。 

  御質問ございましたように、地震における負傷原因のほとんどはガラス片や家具等の

転倒落下によるものです。割れ落ちたガラス片や落下物は、避難経路を妨げる危険な障

害物となります。東日本大震災において、大規模空間を有する建築物において天井が落

下した事案が多数生じたこと等から、国においても建築基準法施行令及び関連省令を改

正される予定であり、今後は新基準に基づいた施工が求められることとなります。 

  本町においても、有事の際には、被災者の方々が安心・安全な避難生活を過ごせるよ

う、ガラス飛散防止フィルムの導入など、避難所内部の耐震対策を検討してまいりたい

と考えております。 

  また、地震減災対策として、割れた破片でけがをしないよう窓ガラスに近づかない、

寝室の枕元に靴を置いておく、重たい物を高い場所に置かないなどの啓発を各地区自主
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防災会の訓練等を通じて周知してまいりたいと存じます。 

  以上でございます。よろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 山内君。 

○８番（山内実貴子） 防災・減災の取り組みとして、安心・安全のためぜひ前向きに御

検討ください。 

  これで、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（田中 修） これで、山内実貴子君の一般質問を終わります。 

  引き続きまして、９番、奥村房雄君の一般質問を許します。奥村君。 

○９番（奥村房雄） 通告に従いまして、９番、奥村房雄が一般質問をさせていただきま

す。 

  なお、私、昨年の町議会議員選挙で初当選をさせていただき、今回が初めての一般質

問となることから、ふなれで的が外れることがあろうかと思いますが、御容赦のほど、

よろしくお願いいたします。 

  まず、西谷信夫町長には、第１６代宇治田原町長に就任され、まことにおめでとうご

ざいます。心よりお祝い申し上げます。２月の町長選挙では、町を二分する大変厳しい

選挙戦を勝ち抜かれ、１万住民のかじ取り役として若さと行動力を持って御奮闘いただ

いていることに敬意を表したいと思います。 

  さて、私は、まず町長の政治姿勢について、次の２点を質問させていただきます。午

前中の質問内容と重複する点があろうかと思いますが、お許し願います。 

  まず、１点目は、好きやねん宇治田原の実現について。 

  西谷町長は、もともと自民党籍を持ち、党活動にも熱心に取り組まれていたことから、

自民党の推薦を受けられ、厳しい選挙戦において、国との太いパイプが住民の幸せには

不可欠であると訴えられてきたところであります。町長選挙の当選後、来賓のお祝いの

御挨拶の中で自民党参議院議員二之湯智さんが、きょうからは一部の人の町長ではなく、

１万住民の町長として公平・公正に頑張ってくれると期待しているとの言葉を聞き、全

くそのとおりであると、私も賛同したところです。この言葉は、とりもなおさず一党一

派に属しない政治姿勢に当たるものと考えます。 

  また、初登庁式では、町長の挨拶では、長きにわたり宇治田原町政の推進に尽力され

た前副町長への敬意をあらわされ、奥田前町政の継承発展を目指すとされたところです。 

  今回の選挙戦では、いろんな要因により多くの議会議員の方に御賛同いただけなかっ

た経緯はあるものの、町の幸せを願う心は全ての議員も同じであります。住民、議会、
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行政が一体となって、町の幸せのために汗を流していくことが、町内外の方から「好き

やねん うじたわら」を実感していただけるまちづくりに結びつくのではないかと考え

ますが、町長はどのように元気な宇治田原町をつくり、「好きやねん うじたわら」の

実現を目指されるのか、お考えをお聞きします。 

  次に、２点目、公約実現目標について質問をします。 

  西谷町長は、未来に希望と責任を持てる「好きやねん うじたわら」の実現を目指し、

その柱として、１、未来に希望と責任、２番目、暮らしに安心・安全、３番、行政に信

頼と真心の３つの柱を掲げ、農林業の振興や企業誘致、中小零細企業対策、道路整備促

進、新名神高速道路の促進に伴うまちづくり協議会の設置を、また子供たちの健全育成

や誰もが幸せを実感できる福祉施策、交通安全対策の強化や住民から信頼される役場づ

くりなど、多くの公約を掲げられているところであります。 

  今回の選挙戦では、お二人の公約を見ると、相手候補と違いが見えないと住民の声が

報道されていたところです。奥田町長をともに支えてきた同士であり、路線は同じであ

ります。しかしながら、時代背景、経済情勢を考慮する中で、全ての公約を短期間で実

現することは、なかなか至難のわざと考えます。 

  西谷町長は、今日まで金融機関での顧客との接遇経験もあり、町の消防団長、町森林

組合長、ＰＴＡ会長やまた議会議員、議長経験もされたことなど、多岐にわたる大きな

財産を持たれており、幅広いノウハウをお持ちであることから、１万住民が安心して任

せられるかじ取りをしっかりやっていただくためには、中長期的計画を立て、一歩ずつ

公約を確実に進めていただけるものと期待しているところであります。 

  町長のお考えをお願いします。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、奥村議員の政治姿勢について御答弁を申し上げます。 

  私は、さきの町長選挙におきまして、多くの住民の皆様からの御支援によりまして初

当選の栄に浴し、歴史と伝統に培われた宇治田原町の第１６代町長として町政を担わせ

ていただくこととなりました。この間の多くの住民の皆様からの心温まる御支援と御厚

情に、心から感謝を申し上げる次第でございます。 

  まず、１点目の「好きやねん うじたわら」の実現についてでありますが、本町は、

先人の方々のたゆまぬ努力、ふるさとを愛する思いにより発展してまいりました。この

自然豊かな宇治田原町において、今を生きる私たちの最大の責任は、先人の方々の御功

績に報いるためにも、２０年、３０年、５０年先も、この町に住む人が住んでよかった
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という幸せを実感できるまちづくりを実現することであります。そして、この町に住む

人はもちろん、町外の人からも「好きやねん うじたわら」と言っていただけることで

あると考えています。 

  私は、百万一心という言葉が好きです。これは、国人が皆で力を合わせれば何事もな

し得るという意味で、戦国時代の大名が言った言葉ですが、今に置きかえますと、地域

の人たちのきずな、それを支える役場の職員間のきずな、そして地域の人たちと役場の

職員とのきずな、この３つのきずなをしっかり結び合って、一丸となってみんなで力を

合わせれば何事もなし得るということであると理解をしております。 

  このような基本理念に加え、国や山田京都府政と協調し、住民目線で住民の気持ちに

立った町政運営を進めること、住民、事業者と行政があらゆる地域資源を生かし、個性

を引き出し、知恵を出し合い、協働してまちづくりを進めること、地方分権を推進し、

行財政改革を徹底し、自主自立が可能なまちづくりを進めることという３つの基本姿勢、

さらには未来に希望と責任、暮らしに安心・安全、行政に信頼と真心という３つのまち

づくりの基本的な視点のもと、私は、このまちづくりの先頭に立ち、粉骨砕身努力して

まいる決意でございます。 

  どうか、議員各位をはじめ住民の皆様、またこの町にかかわる全ての方々の御指導と

御鞭撻を賜りますよう心からお願いを申し上げます。 

  次に、２点目に、公約実現目標に向けてでございますが、さきの町長選挙におきまし

て、未来に希望と責任、暮らしに安心・安全、行政に信頼と真心という３つの柱から成

る５１項目の具体的な施策について住民の皆様に公約をさせていただきました。しかし

ながら、御承知のとおり、我が国の経済情勢の先行きは依然として不透明であり、震災

復興や社会保障と税の一体改革に伴う財政問題を抱える中、本町の今年度予算編成にお

いても、財政調整基金の取り崩しにより財源不足を補うなど非常に厳しいものとなって

いるところでございます。加えて、日々変化する社会情勢により、住民ニーズも多種多

様に変化している状況であります。 

  このような状況下ではございますが、住民目線で住民の皆様の気持ちに立って、今住

民の皆様が何を求められているのか、何を必要とされておられるのかを的確に捉える中、

これからそれを知恵とし、施策に反映する中で、公約実現に向け、誠心誠意努めてまい

る所存でございますので、どうか御理解と御協力賜りますよう心からお願いを申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 奥村君。 



８２ 

○９番（奥村房雄） それでは、２回目の質問をさせていただきます。 

  １件目の町長の政治姿勢については、先ほど西谷町長の力強い答弁で所信を聞かせて

いただき、心強く思っております。若さと行動力で頑張っていただき、これからの西谷

町政運営につきましては、住民とのきずなを大切にし、住民目線に立った町政運営を推

し進めていただき、多種多様にわたる公約については、優先順位をつけるなりして着実

に実現されることに期待いたします。 

  次に、２件目の有害鳥獣対策について質問させていただきます。 

  まず、１点目の野猿被害の現状と対策についてお聞きします。 

  野猿、鹿などの有害鳥獣の被害が全国的に拡大していることは、新聞報道等でよく目

にするところでございます。宇治田原町においても、野猿の被害が拡大していることを

実感しております。 

  特に、近年は禅定寺地域に年中居座っているのではないかと感じるぐらい見かけるこ

とが多くなり、また今までは山沿いの民家周辺に被害を及ぼしていたところですが、最

近は人間との一線を越えたのか、集落のど真ん中まで侵入しており、府道を平然と横断

しており、人間が追い払っても逆に威嚇する猿もいるようで、子供たちの通学路でも朝

早くから出没するなど、禅定寺地域の野猿対策は急務であると考えますが、宇治田原町

の野猿被害の現状と対策はどうなっているのか、担当課にお伺いします。 

  次に、２点目は、鹿、イノシシの被害防止について質問します。 

  近年、鹿、イノシシ被害も甚大であり、鹿については、山間部では昼間でも遭遇する

ぐらいに繁殖は進んでいるようです。山林の補植苗被害や、農産物では特に春の水田植

えつけ時に若い苗を食べたり、種まき後の野菜の新芽を食べられる被害が出ており、ま

た立場線では車にぶつかる事例をよく耳にします。 

  イノシシの被害についても、茶畑を荒らしたり、収穫が近い稲穂を食い荒らす現状で

あり、鹿、イノシシについては宇治田原町において国の事業等を活用し、電気柵の普及

に努めていただいているところですが、共同事業が原則と聞いており、３軒以上の集ま

りでないと事業には乗れません。せんだっても、高尾の区長が言っておられたんですが、

小口にも助成してほしいとの声も聞きますが、せっかく楽しんで野菜づくりをしていて

も、被害に遭ってしまえばやる気を失い、農地の荒廃化にもつながると考えます。 

  小規模圃場にも助成の検討をできないものか、お伺いします。 

  以上、１回目の質問とします。 

○議長（田中 修） 木元産業振興課長。 
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○産業振興課長（木元保男） それでは、奥村議員の２件目、有害鳥獣被害対策について

お答えをいたします。 

  まず、１点目の野猿被害の現状と対策についてですが、宇治田原町内には、京都府特

定鳥獣保護管理計画におけますニホンザルは、２群生息しております。奥山田から湯屋

谷、またお隣の和束町を行き来しておる和束Ａ群７０頭と、禅定寺、湯屋谷を中心に南

奥山田地域以外の全ての集落に出没する宇治田原Ａ群、生息頭数４５頭が生息しており

ます。特に、和束Ａ群は数年前から民家侵入を繰り返すなど特に悪質であったことから、

京都府に要望を重ねまして、平成２３年度の京都府環境審議会専門家会議で、宇治田原

町から直接被害の実態説明を報告する中で、京都府内で初めてとなる個体数調整事業の

許可をいただき、昨年度、餌づけにより個体数の５０％捕獲を実施したところでござい

ます。 

  その成果といたしまして、奥山田地域の被害軽減を図られたところであり、事業終了

後も奥山田の区長さんを中心に猟友会宇治田原支部の協力をいただく中で、有害捕獲に

取り組んでいただいております。 

  御指摘の宇治田原Ａ群についてでございますが、昨年の秋ごろまでは一時姿を見せな

かったところでございますが、秋以降、禅定寺と湯屋谷を中心に行き来しており、冬場

の餌の不足する今日においては、寒さもあり活動範囲も狭くなっており、禅定寺地区に

居座っている現状でございます。 

  また、緊急雇用創出事業を活用した野猿の追い払い調査事業によるパトロール隊員の

追い払いにもなれてきて、その行動も悪質化していることを踏まえ、町と猟友会などで

組織している宇治田原町有害鳥獣対策協議会におきまして、宇治田原Ａ群の有害駆除を

実施していくこととなり、実施場所の検討協議により禅定寺区の協力をいただけること

となり、国庫特措法のソフト事業を採択いただき、現在、捕獲に向けて鋭意取り組みを

進めているところでございます。 

  有害鳥獣の駆除対策につきましては、町だけで実施することはできなく、地域住民の

方々の理解と協力が不可欠でありますことから、昨年度の奥山田区、ことしの禅定寺区

民の被害を軽減したいとの思いが強い地域は必ず成功に結びつくと確信し、取り組んで

いるところでございます。 

  次に、２点目の助成制度の拡充についてのお尋ねでございます。 

  御指摘の鹿、イノシシの数が増加していることは京都府も認識されており、特に鹿の

駆除対策については、狩猟期間の延長や頭数制限の緩和などの対策を行ない、駆除頭数
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の増加につなげており、本町の取り組みといたしましても、平成２２年度に鳥獣被害防

止特別措置法に基づきます宇治田原町鳥獣被害防止計画書をつくりまして、２３年度か

ら３年間で、イノシシ、ニホンザル、ニホンジカ、アライグマの被害対策事業に取り組

むこととなり、平成２３年４月より狩猟期以外の期間において、綴喜郡猟友会の協力を

いただき、毎週有害駆除活動を行っていただいており、駆除頭数も増加してきており、

懸命に取り組んでいただいているところでございます。 

  また、狩猟に従事いただく京都府猟友会員が、高齢化により大幅に減少してきており、

その対策として、京都府、宇治田原町においても狩猟免許助成制度やハンター保険の助

成を行い、一人でも多くの方に鹿、イノシシの駆除に尽力願えないかと考えております。

鹿、イノシシによる農作物の被害防止対策につきましては、鳥獣被害防止特措法に係る

緊急対策としての交付金を活用し、平成２２年度から３年間、電気柵設置事業を推進し

てきて、各集落においても一部を除きほぼ共同化による事業促進が図れたところでござ

います。 

  御指摘の小口での助成制度でございますが、国・府、町の制度におきましても共同化

を原則としていますが、規模としては３戸以上の地権者要件であり、比較的に利用しや

すい制度にはなっておりますが、制度見直しについては、国・府に要望してまいりたい

と考えております。 

  また、個人的に農地などを囲むのではなく、例えばその集落が事業主体となって集落

の山手を塞ぐとかの方法もありますことから、御要望があれば、地域に入り込んで事業

化に向けた協議を進めていければと考えております。 

○議長（田中 修） 奥村君。 

○９番（奥村房雄） それでは、有害鳥獣対策について２回目の質問をします。 

  まず、野猿被害対策について。 

  特に被害が甚大になっている禅定寺地域では、有害駆除対策に取り組んでいただいて

いることは承知しております。野猿の出没被害も日に日に激しくなってきているようで

すが、現状把握をしていただいているのかについてお尋ねします。 

  次に、鹿、イノシシの被害防止に係る助成制度ですが、電気柵で一定の効果があるこ

とから、助成制度普及は重要と考えますが、先ほども質問しましたように、小口の救済

制度をぜひ何とか進めていただけないか、また被害を防止するだけでは根本的には解決

には至らないことから、引き続き頭数を減らす努力を取り組んでもらいたいと考えてい

ますが、いかがでしょうか。お答え願います。 
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○議長（田中 修） 木元産業振興課長。 

○産業振興課長（木元保男） それでは、有害鳥獣被害対策の２回目の御質問にお答えを

いたします。 

  禅定寺地域での有害鳥獣駆除対策につきましては、地元区長さんと協議し、地権者の

協力をいただく中で、現在取り組みを進めているところでございますが、ことしに入り、

禅定寺地域での野猿被害はエスカレートしている実態は把握しています。事業成功のた

めには、地域の協力をお願いしなければならないことから、出没時にはロケット花火や

爆竹などにより、引き続き地域一丸となった追い払いをしていただきますようお願いを

いたします。 

  次に、鹿、イノシシの被害防止における小口助成についてですが、被害防止対策にお

ける電気柵は有効な手段であることから、３年間で国の制度を活用し、普及してきたと

ころでございますが、いつまでも制度が続くとは思えないことから、希望される方には

早急に事業要望していただくよう啓発していきたいと思っております。 

  なお、小口助成についてですが、府にも要望する中で、町単費の検討もしてまいりた

いというふうに思っております。 

  また、被害防止の根本的解決といたしましては、個体数を減らすことであり、１１月

から３月までの狩猟期間以外にも、１年間年中を通じて町内外の猟友会員の方々に駆除

に取り組んでいただいております。本町猟友会員は年々減少していることから、人材育

成を図ることが急務であると考えており、免許取得助成などを実施しております。 

  いずれにいたしましても、有害鳥獣被害の防止に向け、頭数を減らすよう努めてまい

りたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 奥村君。 

○９番（奥村房雄） それでは、有害鳥獣被害対策につきまして、３回目の質問をさせて

いただきます。 

  有害鳥獣被害対策につきましては、その対策などについて今お聞きいたしましたこと

から、大変御苦労いただいているところですが、有害の被害はなくなることがないため、

猟友会宇治田原支部の皆さんを中心に引き続き御苦労いただきますようお願いします。 

  また、小規模耕作者にとっての被害対策も急務であり、小口補助制度の確立がすぐ無

理なら、せめて集落単位での制度利用による有利性をＰＲしていただいて、何とか現制

度での利用促進を図る努力は必要であるかと思います。 
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  また、この国の助成制度を幾ばくか条件を緩和していただくなりして、まあ、宇治田

原町に似合ったそういう小口のですね、補助制度の創設いいますか、そういうなんを一

つ課題にしていただくということをお願いして、私の一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（田中 修） これで、奥村房雄君の一般質問を終わります。 

  引き続きまして、４番、安本修君の一般質問を許します。安本君。 

○４番（安本 修） それでは、通告に従いまして一般質問を行います。 

  まず、町長の基本姿勢についてお聞きをしてまいります。 

  第１には、ＴＰＰ環太平洋連携協定についてお伺いいたします。 

  町長は日本がＴＰＰに参加することについて反対を表明すべきだというふうに、私は

思いますが、どのように考えられるのか、お答えを願います。 

  ２つ目には、消費税の問題です。 

  消費税についても引き上げに反対を表明すべきやというふうに思いますけれども、ど

のように考えられているのか、お伺いいたします。 

  ３つ目には、原発再稼働に反対をして原発はゼロにすべきだというふうに思いますけ

れども、どうでしょうか。 

  この３点について、基本姿勢について町長の見解をお伺いいたします。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、安本議員の私の基本姿勢について、まず初めにＴＰＰ参

加反対を表明すべきということについて御答弁を申し上げます。 

  まず、環太平洋経済連携協定、いわゆるＴＰＰについてでありますが、このＴＰＰ交

渉への参加の賛否につきましては、まさに国内世論を二分する状況となっております。 

  自動車や電気製品、工業製品など、海外への輸出を中心に生産活動を行っている製造

業関係団体においては、関税撤廃による輸出拡大を目指し、ＴＰＰへの参加に賛成であ

り、積極的に支持されておるところであります。一方、米や小麦、牛肉などの農業関係

団体においては、高い関税により安価な外国産農産物を防ぎ国内生産を維持しているこ

とから、関税撤廃による輸入拡大により国内農業が維持できなくなることを懸念され、

反対の意向を強く示しているところであります。 

  また、ＴＰＰは、農産物や工業製品にとどまらず、金融や保険、医療、労働、政府調

達など多岐にわたる分野の規制緩和やサービスの自由化を目指すものであり、国民生活

全般に影響を及ぼすものと懸念をされておるところでございます。 
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  本町における影響につきましては、一概に論ずることは難しいものがありますが、例

えば茶業界においては、市場は既にオープンになっており、国産品が品質面で優位にあ

ることから、ＴＰＰによる直接的な影響は少ないのではないかと言われておるところで

あります。しかし、米などの高い関税の農産物を手がける農業者もあり、専業農家にお

いても需給バランスぎりぎりのところで農産物を生産されていることから、関税の撤廃

により大量の輸入農産物が入れば、国産の農産物は大きく値崩れを起こし、耕作放棄地

がふえるおそれが懸念されているところであります。 

  また、京都の経済界においては、資源に乏しく世界に市場を求めている日本はＴＰＰ

に参加することが責務であるとしつつも、農業や医療などの懸念されている事項などへ

の対応策を明らかにすべきと言及されておるところでございます。 

  私のＴＰＰに対する考え方といたしましては、政府が国民に対しＴＰＰの利点や課題

等について十分な情報提供と明確な説明を行うとともに、地方の基幹産業である農業の

再生強化に向けた対策や生活に直接影響する保険医療制度等への対応策を明らかにした

上で、国民的な議論と合意を得て、国益を損なうことがないよう慎重に判断、対処され

るべきであると考えておるところでございます。 

  次に、消費税の増税についてでありますが、昨年８月に、国家財政を健全化し、将来

の社会保障の安定財源を確保する必要があることから、消費税増税を柱とする社会保障

と税の一体改革関連法が成立したところであります。これにより、現行５％の消費税率

は平成２６年４月に８％、平成２７年１０月に１０％へと二段階で引き上げられること

となっておりますが、最終的な判断は平成２５年の秋ごろの経済状況を踏まえるとされ

ておるところでございます。 

  我が国の財政状況は、歳入の約半分を国債発行で賄うといった危機的な状況が続く中、

さらに年金、医療、介護などの社会保障関係経費は年々増加の一途をたどることは明白

であり、将来にわたり持続可能で安定した社会保障制度を築いていくためには、その財

源となる消費税の増税はもはや避けて通ることはできないものと考えております。 

  御質問の消費税の引き上げにつきましては、消費税の増税は中小企業経営や経済成長、

国民生活等に大きな影響を与えることから、その引き上げ時期は、経済状況が十分に好

転したかどうかをしっかりと見きわめる必要があるとともに、現在、懸命に進められて

いる東日本大震災からの復旧復興の状況、また低所得者に対する負担軽減策を十分に考

慮、検討した上で、国において総合的に判断されるべきものと考えておるところでござ

います。 
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  次に、原発再稼働について御答弁を申し上げます。 

  一昨年の東日本大震災に伴う福島第一原発の深刻な事故は、住民生活や地域経済に甚

大な被害をもたらすとともに、２年を経過した今もなお事故からの収束や復旧・復興へ

の道のりは大変厳しく、非常に険しく非常に厳しい状況が続いています。 

  本町においては、少し離れた福井県ではありますが、多くの原発が集中して立地して

おり、一たび大事故が発生すれば、住民生活や経済活動に多大な影響が及ぶことは明ら

かであります。こうしたことを踏まえると、原子力発電に依存しない持続可能で安心・

安全な電力供給体制は可能な限り早期に実現するよう、国に対してしっかりと求めてい

く必要があると考えています。 

  しかしながら、原発の再稼働を認めず、今すぐに原発をゼロにするという考え方につ

いては、資源の乏しい我が国においては原子力発電は２０１０年度実績で総発電量の約

３割を占めるなど、社会経済活動を支える安定的な基幹電源であること、また代替エネ

ルギーとして期待されている太陽光発電などの新エネルギーはわずか１％程度にすぎな

いといった実情を踏まえると、直ちに原発ゼロというわけにはまいらないと考えており

ます。 

  私の原発を含めたエネルギー政策の考えといたしましては、原発の安全性を徹底的に

確保する中で、当面の間は必要最低限の原発を維持しつつ、太陽光発電や液化天然ガス

による火力発電などの原子力代替エネルギーを順次拡大していき、中長期的な視点で原

発の依存度を段階的に引き下げる縮原発の考え方で進めていくべきであると考えておる

ところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 安本修君。 

○４番（安本 修） それでは、２回目の質問を行います。 

  今の答弁にありましたように、ＴＰＰの参加については、賛成でもなく反対でもなく

という、そういうはっきりした態度を示されていないというふうに受け取っております。

こんなことでは、我々、私たちの住民ですね、住民の生活を守ることにはならない、そ

ういう責任が持てないではないかというふうに、私は考えるわけであります。 

  ＴＰＰへの参加は、食料自給率の大幅な低下を招くことをはじめとして、日本の農業

に壊滅的な影響を与えることになるわけです。農業や林業、ＧＤＰということがよく言

われますけれども、国内総生産の数字で計算をされますけれども、農林業、すなわち田

んぼですとか、山、これが果たす洪水防止をはじめとした国土水保全機能、気候の緩和、
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保健休養などの効果、こういうものにつきましては、数字化されておりません。農林業

の破壊は、まちづくりを根っこから潰すことにつながるというふうに、私は考えるわけ

であります。 

  当然、国民皆保険のこういう制度も潰されていってしまうということから考えまして

も、住民の生活を、どういうふうに暮らしを守っていくのかという点から考えましても、

このＴＰＰへの参加については、きちんとやはり意思表示を、反対の意思表示を示すべ

きやと、そういうふうに思います。町として、やはりそういう態度を示すべきやという

ふうに思います。 

  町長が所属されております自民党の国会議員さんの中でも、多くの方々がＴＰＰに反

対をされておるということから考えましても、はっきりした意思表示、これをすべきや

というふうに、私は考えますけれども、その点、どうでしょうか。 

  消費税につきまして、引き上げについてはやむを得ないというふうな答弁でしたけれ

ども、こういうことで済まされてたんでは、やはり国民に大変な影響あると言いながら

そういうことですので、きちんと国に物を申すということをやってほしいというふうに

思うんですけども、その点、どうでしょうか。 

  消費税は、当然税制としては逆進性で、特に食料品など例外なく課税されていくとい

うのは、これはもう皆さん御存じのとおりであります。生活費には課税しないというこ

ういう税制の原則を考えますと、真っ向から否定するものでありますし、売り上げ

３，０００万円以下の中小業者につきましては、消費税を価格への転嫁が大変困難にな

るという、こういう欠陥がたくさんあるという税制とされております。 

  こういう消費税引き上がるということについては、やはり社会保障に全部行くんやと、

消費税を社会保障に全部使うんやというふうに先ほども一体改革の中でおっしゃられて

おりますけれども、社会保障に行かない、全て全部行かないというのは政府の答弁から

も明らかでありますし、こういう制度、消費税は、やはりきちんと反対をしていく、こ

れが、今、私は、町長に求められてるんじゃないかというふうに思うわけですけれども、

どうでしょうか。 

  それから、原発の問題ですけれども、東日本大震災から２年を経過いたしました。今

も、３１万人が避難せざるを得ないというような状況にあるわけです。現在も、高濃度

汚染水が大量に発生をしたり、放射能汚染が長期にわたって続くなど危機的な状況にま

だあり、終息なんていうのはとんでもないということであります。 

  答弁にありました原発の安全性を徹底的に確保する、これはね、これ到底できないわ
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けであります、今の状況から考えますと。また、核のごみについては、放置せざるを得

ないような状況がずっと続いておりますし、こういう処理できない現状というのも、現

実としては今あるわけです。人類にとってはですね、原発を扱うすべがないと、今の人

類ではすべがないというふうに、そういうすべを持ち合わせていないというのが今の現

状じゃないかというふうに考えるわけです。 

  そういう意味では、私は、今すぐに原発をゼロにし、原発をじゃなくて新しいエネル

ギー政策をきちんとすべきやということを、やっぱりきちんと明らかにすべき、町長と

しては明らかにすべきだというふうに思うんですけども、再度御答弁をお願いいたしま

す。 

  それで、これは少し外れるかもしれませんけれども、福島県で起こった地震でしたけ

ども、福島には東電が免震重要棟というのをちゃんとつくって、そこが司令塔、そこか

ら指令をおろしていたわけですけれども、大飯原発にはそういうのがないというのが明

らかにされておりますし、住民のやっぱり安全ということを考えますとですね、やっぱ

り、先ほどの産業の問題もそうですし、それから消費税、経済の問題もそうですし、今

回の安全の問題もそうですし、こういう問題で住民にどう責任を持つんかという、そう

いう立場からしたら、当然きちんと国に対して物申すということが大事ではないかと思

うんですけども、その点、どうでしょうか。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 安本議員の２回目の質問でございますが、先ほども申し上げました

とおり、ＴＰＰにつきましては、どれが国益になってどれが国に損を与えるのか、やは

り十分にそういったところの見きわめが大切であると、まだ今の現状では大変不透明な

ところがあるというふうに思っておるところでございます。 

  また、消費税につきましても、将来にツケを残さないため、いろいろと社会保障と税

の一体改革を考えられておるわけでございますけども、やはりこれから扶助費が増加し

ていく中、やはりそういう財源は必要になってくるというふうには思います。ただ、国

民生活が現在の経済情勢では大変厳しい中で、即上げていいのか、これは十分に検討し

ていっていただきたいというふうにも思っておりますし、また原発につきましても、や

はりないのが一番いい、これは私も同意見でございますが、やはり急にゼロにするとい

うことは大変困難なことでございまして、やはりエネルギーの抜本的な資源の代替、そ

ういうものをしっかりと国においてですね、取り組んでいっていただきたいというふう

に思いますし、今現在のところは、即ゼロではなく、やはり徐々に減らしていくという
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ふうになっていくのではないかと、私も思っているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 安本君。 

○４番（安本 修） まあ、そういう答弁がね、変わらないということで……。いずれに

しても、この国政の課題ではありますけれども、直接住民に大いに関係してくるという

ことで、そういう点では町としてやはりしっかりその点、見きわめていただきましてで

すね、住民が不利益をこうむらないような施策をぜひ講じてほしいというふうに思いま

す。 

  ２つ目の住宅リフォームの助成制度につきまして質問いたします。 

  住宅リフォーム助成制度につきましては、住民の皆さんが地元の業者に対して発注を

して、主に家屋などのリフォームをする際に、行政が幾ばくかの助成を図るということ

で町内の仕事づくりにつながるきっかけとなり、町の経済を活性化するきっかけづくり

をするということになるということであります。 

  というものでありますが、府下幾つかの自治体でも実施をし、あるいは計画をしてい

るところもあるわけですけれども、制度化するつもりはないのかどうか、お伺いいたし

ます。 

○議長（田中 修） 木元産業振興課長。 

○産業振興課長（木元保男） それでは、安本議員の住宅リフォーム助成についての御質

問にお答えをいたします。 

  安本議員におかれましては、平成１６年１２月議会で不況対策についての住宅改修制

度、１８年３月議会では地場産材の活用についてのリフォーム助成、また２４年３月議

会一般質問でも地元業者の仕事おこしとしての住宅改修やリフォーム助成について、熱

心に制度化に向けた質問をしていただいていることは承知しているところでございます。 

  町内業者の仕事おこしや地域経済の活性化につながる施策になるのではとの御提案を

いただいているところですが、これまでも町としての基本的な考え方をお答えさせてい

ただいていますように、特定業種に限られ偏り過ぎることから、総合的な業者支援策と

しては適当でないと判断をしているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 安本君。 

○４番（安本 修） 制度そのもの、今までからいろいろあちこち見ていただいてるとは

思うんですけれども、特定の業種に偏るからできないというこれまでの答弁でしたし、
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今回もそういう形でありますね。 

  ただ、まあ、一つ一ついろいろ事業を見てみましても、あらゆる業種にかかわるとい

うようなそういう事業はどこにもないわけで、住宅リフォームにつきましては、建築や

建設関係だけではなくて、室内装飾をはじめとして、電気屋さんとか、家具関係とか、

町内のさまざまな仕事づくりにつながっていくというふうに考えるわけです。何よりも、

地元では、やはり今特に間伐材なんかが大変問題になっておりますけれども、地元の木

材を使って何とかならないのかという意見、皆さんからの要望も出ております。 

  こういう意味では、地元産材を使うという、これ大変難しい簡単にはいかへんと思い

ますけれども、その点では地元産材を使ったような形でのリフォーム、こういうものに

対してのきっかけづくり、制度づくりをする助成をしていこうというそういう動き、そ

ういう形での施策はないのかどうか、するつもりはないのかどうかということを、お聞

きをしたいと思います。 

  そういう点では、そういうことを研究し、また推進していく必要、また価値があるん

じゃないかというふうに思うんですけれども、その点、どうでしょうか。 

○議長（田中 修） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） リフォーム助成について、２回目の質問に御答弁をさせていただき

ます。 

  森林林業の振興施策としての地場産材の活用方策についてお尋ねでございますが、近

年の木材価格の下落による採算性の著しい悪化や、高齢化による後継者の不足等により

林業経営は大変厳しい時代が続いていることから、国におきましては平成２１年１２月

に森林・林業再生プランを公表し、森林法の改正を行う中で森林・林業基本計画を作成

され、今後１０年間をめどに路網整備、施業の集約化及び人材育成を軸に木材の安定供

給を図っていくこととし、木材自給率を５０％を目指すとされておるところでございま

す。 

  補助制度につきましても、今日までの切り捨て間伐から路網整備を推進して材を搬出

していくこととなりました。本町におきましても、昨年度は、郷之口、荒木、高尾の生

産森林組合におきまして、高尾の栢尾地区で森林整備適正化・森林再生事業費補助を活

用され、間伐、林内路網整備、境界明確化を実施され、今年度は、町有林御林山におい

て路網整備と間伐材の搬出に取り組んだところでございます。 

  御指摘の公約である森林林業の振興についてでございますが、森林・林業再生プラン

にもうたわれているように、本町の人工林資源も利用可能な段階に入りつつあることか
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ら、地場産材の流通、地元での活用方策についても至急に取り組んでいかなければなら

ない大きな課題と認識しておるところでございます。 

  京都府におきましても、府内産木材が公共事業で確実に利用される仕組みづくりとし

て、平成１６年度からウッドマイレージ認証木材普及事業を制度化され、また環境に優

しい京都の木の家づくり支援事業として、平成１８年度から府内産木材を利用した住宅

新築改築に対する助成事業を制度化されており、宇治田原町におきましても、川上から

川下である一般住宅までをつなぐ仕組みについて、森林組合、木材業者、製材業者、工

務店など協議を行う中で、新築リフォームなどで地元産材を使用していただく方に何ら

かの助成ができないか検討を行ない、制度化に向けて研究をしていきたいと考えておる

ところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 安本君。 

○４番（安本 修） 新しい制度として、ぜひ研究、検討を願いたいと思います。ただ、

まあ、制度をね、難しくしないように、住民の皆さんが使いやすいような制度としてぜ

ひ検討をお願いしたいと思います。 

  以上で終わります。 

○議長（田中 修） これで、安本修君の一般質問を終わります。 

  ここで、暫時休憩をいたします。午後３時ちょうどから会議を再開いたします。 

休  憩   午後 ２時５１分 

再  開   午後 ３時００分 

○議長（田中 修） 休憩前に引き続きまして会議を再開いたします。 

  １１番、稲石義一君の一般質問を許します。稲石君。 

○１１番（稲石義一） さきの質問者と重複するところもございますが、通告に従って

３月定例会の一般質問を行います。 

  まず、町長の政治姿勢について、４点お伺いいたします。 

  今回の町長選挙において、当日の有権者数に対する当選者の獲得票の割合は

３５．７％、他方は３２．５％でございましたが、住民負託の観点からこの結果につい

てどのように受けとめられておりますか。 

  また、棄権と無効を合わせると３１．８％となりますが、これら声なき声についても

今後どのように対峙されていくのでしょうか。 

  開会日の施政方針におきまして、住民目線、生活者の視点について言及をされており
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ますが、この住民及び生活者というのは３５．７％の支持者を指すものなのでしょうか、

支持者以外の３分の２の住民も含めたものなのでしょうか、御所見をお伺いいたします。 

  次に、２点目の一党一派に偏した町政運営についてでございます。 

  当選の記者会見におきまして、自民党の推薦を受けたことについて、もともと自民党

籍を持つ議員であり、党活動をずっとやってきた。党の若い層からも応援に行くという

声が多く寄せられた。これからのまちづくりには、どうしても国との太いパイプが必要。

選対本部長、参謀長からも政党色なしはおかしいという声を聞いたと発言されておりま

す。 

  このことから、今後は自民党という一党一派に偏した町政運営を推進されるものと御

推察いたしますが、これに間違いないでしょうか。 

  私は、国や市町村の議員は、政党色があっても何ら批判するものではございませんが、

１万人に満たない小さな町のトップが一党一派に偏した行政運営を行うことは、なじま

ないのではないか、むしろ弊害のほうが多いのではないかと思っております。町長は中

立であり、公平公正な立場から住民福祉の向上に立ち向かうべきだと思っております。

御所見をお伺いいたします。 

  今般、自公政権が推し進めようとしております生活保護基準の引き下げや自治体職員

の給与引き下げを求める交付税削減、一括交付金の廃止、加えてＴＰＰや原発問題、消

費増税について、これらの政策は、住民目線からは不利益なものとなる面が多いと考え

られますが、１万住民の目線に立って自公政権に対ししっかりと物が言えるのでしょう

か。他方で太いパイプと称して道路補助金をお願いをしておきながらでございます。 

  さきの安本議員の質問への答弁内容を聞いておりますと、しっかりと物が言える状況

にないように受けとめましたが、いかがでございましょう。 

  また、町長が大いに期待を寄せられております新名神高速道路につきましては、

２００３年１２月に自民党の小泉政権が抜本的見直し区間として事実上の凍結を行った

ものでございます。これを昨年４月に民主党政権が凍結解除を行ったことは、御案内の

とおりでございます。 

  このように、国の政策は、政局絡みでいかようにも変化をいたします。その影響によ

って一喜一憂し、涙するのはいつも基礎的自治体でございます。市町村であります。こ

のため、町政を担うものは、いついかなる時代であっても中立かつ公平・公正な立場で

あるべきです。 

  この点についても、あわせてお答えください。 
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  次に、３点目の民間の経験及び議員の経験を生かすことについてでございます。 

  町長は、民間の経験を生かすと言っておられますが、今日の大変厳しい世界経済情勢

の中で、日本の企業は生き残りをかけたグローバル戦略、技術革新に必死に取り組んで

おられます。そういった状況下にあって、あなたの十数年前の経験やノウハウが現在の

民間企業にも通用するとお考えなのでしょうか、お伺いいたします。 

  通用するとお考えならば、総合行政である町政の分野にも生かせるでしょうし、ぜひ

ともそうしていただきたい。この場合、民間でのどういった経験ノウハウが幅広い町政

のどの分野に生かせるとお考えなのか、あわせてお答えください。 

  次に、議員の経験も生かすとのことですが、まことに失礼な言い方で申しわけござい

ませんが、これまで進めてこられた議会活動の内容では、総合行政に生かせる部分はほ

とんどないのではないかと思っております。さらに、当選の記者会見において副町長の

人事案件に触れられ、「副町長は絶対に要る、体制強化のためにもせめて６月議会まで

には任命したい。私は民間出身であり行政経験者が適任と思っている。信頼している意

中の人はいる」と発言されております。 

  これについては、先ほどもございましたが、議会の同意が必要な人事案件でございま

して、議会軽視も甚だしく、議長経験者としてはあってはならない発言であると、議会

はもちろんのこと多くの住民の皆さんから批判の声を頂戴しております。私も、今日の

日銀総裁等同意人事について世論が騒がしいとき、不適切な物言いだったと批判せざる

を得ません。御所見をお伺いいたします。 

  次に、４点目の国とのパイプについてでございます。 

  さきに述べましたように、町長は、これからのまちづくりにはどうしても国との太い

パイプが必要と発言されております。今回の自公政権は、２０１１年度から導入されま

した一括交付金を廃止し、従来型のひもつき補助金に早々と戻してしまいました。また

ぞろ実施すべき箇所ではなく、実施可能な箇所で公共事業が施工されるであろうことは、

これまた容易に想像がつきます。 

  政府は、今回の補正予算における公共事業については、従来型ではなく、景気浮揚対

策であると強調しておりますが、今のところその兆候は見受けられませんし、先祖返り

の印象は拭えません。しかし、町にとって仕事と雇用がふえれば好ましいことでありま

すし、これが地域経済に少なからず波及効果をもたらしてくれれば、多少の無駄があっ

ても諒としなければなりません。 

  そこで、質問でございますが、国との太いパイプは、公共事業だけではなくあらゆる
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分野に活用されて初めて住民の納得と理解が得られるものでございます。どのような分

野に太いパイプを活用しようとお思いなのでしょうか、お伺いいたします。 

  以上で、政治姿勢についての１問目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 西谷町長。 

○町長（西谷信夫） 稲石議員の私の政治姿勢についてお答えを申し上げます。 

  町長選挙における住民の負託についてでございますが、議員御指摘のとおり、私に一

票を投じていただけなかった有権者の方もおられたわけでございますが、その結果につ

きましては、当然真摯に受けとめさせていただかなければならないと考えておりまして、

１万住民のリーダーとして、より一層住民の皆様方の御支持を賜りますよう、対話と行

動力を持って臨んでまいりたいと考えているところでございます。 

  また、当日、投票率は６８．５４％と、前回の１２年前の町長選挙に比べまして

１０．２６低下しており、これは町政への関心の希薄化や若者の政治離れに加え、２人

の候補の政策的な違いが見えないとの報道もあったなどが影響しているのではないかと

思っておるところでございます。 

  私は、魅力あるまちづくりを実行することで、より多くの皆様に町政に対して関心を

持っていただき、より多くの方々のお声をお聞きし、それを知恵とし、政策に反映して

まいりたいと考えております。 

  したがいまして、議員御指摘の住民及び生活者は１万住民を指すものでございます。 

  一党一派に偏した町政運営につきましては、先ほど、町長選において私が自由民主党

からの御推薦をいただいたことから一党一派に偏した町政運営をするのではないかとの

御心配をいただいておるところですが、私も議員のこの御見識と同じく、町政を担う者

は、いかなる時代であっても一党一派に偏することなく、中立で公平・公正でなければ

ならないと考えております。 

  したがいまして、私は、１万住民の住民福祉の向上のため、住民目線に立って、私を

御推薦いただきました政権政党である自由民主党に対しても、是々非々でしっかりと物

を申してまいる所存でございます。 

  民間の経験及び議員の経験を生かすことについてでございますが、まず民間企業での

経験ですが、私は、約１９年間信用金庫で主に資金融資の業務にかかわってまいりまし

た。その中で、人の暮らしに寄り添い、中小零細企業の経営相談を受けてきたことは、

住民目線はもとより弱者の立場に立って物事を見ることができる経験として、町政運営

全般の基礎として生かせるものと思っております。 
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  次に、議員の経験でございますが、申し上げるまでもなく、二元代表制の一翼を担う

町議会には合議制の機関として執行側の政策を十分な議論を交わしながらチェックし、

最終決定をするという大きな使命があります。議員は、地域や団体などの多様な要求を

吸い上げ、町長が地域全体を代表することで両者の間に抑制や協働が生まれ、よりよく

有権者の意思が、生かすことができます。 

  私は、そのような使命と責任を持って町議会議員を３期１２年間、最後の４年は議長

として重責を務めさせていただきました。さきの町長選におきましては、その評価もあ

って、たくさんの方々からの御支持をいただけたものではないかとも思っております。 

  これからは、町長としてその経験を総合行政にも生かしてまいりたいと考えておりま

す。 

  これまで皆さん方が進められてこられた議会活動の内容では、総合行政に生かせる部

分はほとんどないという稲石議員の御発言でございますけども、歴代の議会議員の方々

をはじめ私が務めてまいりました１２年間の議会議員の方々、また引き続き本議会に御

在籍の議員の方々におかれましては、その使命と責任を果たし、住民福祉の向上のため

精いっぱい努力をされてこられた方々ばかりだと思っておるところでございます。 

  副町長の件につきましてでございますけども、２月の６日付の地方紙の記事に取り上

げられた私の発言により、議員がそのような思いを持たれたわけでございますが、私は、

議会を軽視するなどという思いは毛頭ございません。垣内議員や谷口議員にも御答弁を

申し上げましたとおり、副町長の選任につきましては、議会の御同意がいただけますよ

うに、議会とも十分に御相談申し上げる中で、しかるべき時期に御提案させていただき

たいと考えておりますので、何とぞ御理解賜りますように、よろしくお願いを申し上げ

ます。 

  次に、国とのパイプについてでございますが、この件につきましても私も議員の御意

見と同じく、これからの時代は、公共事業だけでなく福祉や教育などあらゆる分野に活

用させていただいてこそ、住民の皆様から御評価いただけるものと思っております。 

  施政方針でも申し上げましたとおり、国や山田京都府政と協調し、住民目線で住民の

気持ちに立った町政運営に精いっぱい努めてまいる所存でございますので、何とぞ御理

解御協力を賜りますように、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 稲石君。 

○１１番（稲石義一） それでは、政治姿勢についての２回目の質問を行います。 

  住民の負託については、選挙結果を真摯に受けとめるとのことでございますので、今
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後は３分の２の住民の声も十分に町政に反映していただくよう要望しておきます。 

  また、住民目線、生活者視点については、１万住民を指すとのお答えでございました。 

  これにつきましては、町政を預かるトップが交代されたわけでございますから、町政

に対する住民の要望や意見を聴取するため、早急に幅広い範囲にわたりアンケート調査

を実施してはいかがでしょう。住民ニーズに的確に応える観点からも意義深いものと考

えますが、御所見をお伺いいたします。 

  次に、一党一派に関してでございますが、私は、何も一党一派に偏した町政運営を心

配しているのではなく、選挙戦で自民党の政治色を全面に出して戦われ、町長に政党色

がないのはおかしいとか、これからのまちづくりには国との太いパイプが必要と言われ

ておりましたので、確認の意味で質問をさせていただきました。 

  当然、一党一派に偏した行政運営を推進されるものと思っておりましたが、先ほどか

らの答弁を聞いておりますと、町長はいかなる時代であっても中立で公平・公正である

べきとのことでございます。これには、我が耳を疑うとともに、１８０度豹変されたこ

とに大変驚愕をしております。本会議で答弁された発言であり、非常に重いものがござ

います。が、一方で、垣内議員の質問に対して、党籍については今後しかるべき人と相

談するとの答弁がございました。 

  この２つの発言には、大きな矛盾があるものと考えますが、町長の御所見をお伺いい

たします。 

  次に、民間の経験やノウハウについては、それが現在の民間企業で通用するのか、加

えて通用するのであれば、総合行政のどのような分野に生かせるのかとお聞きいたして

おりますので、再度お答えください。 

  また、議員の経験についてでございますが、先ほどの御答弁にございました二元代表

制のような内容が施政方針に記載されておればよかったと思っております。 

  また、副町長に関する発言については、当選のときのおごりが発言させたものと理解

しておりまして、今後は謙虚で慎重な対応をいただくよう強く求めておきます。 

  最後に、開会日の施政方針演説では、奥田町政を継承させていただく中で、民間企業

または町議会議員で培った経験を色とし、何より住民の皆様の思い、意見を色として宇

治田原町のさらなる発展のためと説明がなされました。引き続いて、当初予算の提案説

明があったわけでございますが、その中身については、奥田町政時代と全く同じ６つの

重点プロジェクトで構成されておりまして、変わりばえのしない予算にただただ驚くと

ともにがっかりしたところでございます。言われておりました西谷カラーや行政経験者
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ではない民間出身町長のカラーは、どこにも見受けられませんでした。 

  そこで、質問ですが、奥田町政を継承し、いろいろなカラーを生かし、さらなる町政

の発展とは、どういったことを指すのでしょうか。第４次まちづくり総合計画について

も、平成２７年度までは踏襲型でいくのか、また見直し型なのかも含めまして、御所見

をお伺いいたします。 

  以上で、２回目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 稲石議員の２回目の質問にお答えさせていただきます。 

  一党一派の関係でございますが、垣内議員に党籍がまだあるのかということで、現在

は自民党員であると申し上げましたし、それで今後離党の意思はあるのかということで

ございましたけども、まあ、党員であるかないかというよりは、やはり私が住民の皆さ

んに対して一党一派に属さない、そして公平・公正な立場で町政運営をしていくという

ことが一番の姿勢であると御理解をいただきたいというふうに思っておるところでござ

います。 

  また、住民のニーズにつきまして、さまざまな機会を捉え、対話を持って住民の皆さ

んの要望や意見をお聞きしてまいりたいと考えておりますけども、議員御提案のアンケ

ート調査という手法につきましては、手法の１つとして今後参考にしてまいりたいとい

うふうに考えておるところでございます。 

  また、民間企業での経験のノウハウは、現在民間企業で通用するのかということが、

議員も申されるように、今日の大変な厳しい経済情勢の中で、日本の企業が生き残りを

かけたグローバル戦略、技術革新に必死に取り組んでおられます。グローバル戦略、技

術革新という一見華々しい言葉でもございますが、その根幹にありますのは、いかにお

客様のニーズに応えていくのか、これを通じていかに社会に貢献していくのかというこ

とであると思います。 

  私は、信用金庫で主に資金融資の業務にかかわってき、その中で人々の暮らしに寄り

添い、中小零細企業の経営相談を受け、お客様目線、弱者に立って物事を見ることがで

きた、そういう経験は現在の民間企業でも通用するものだと思っておるところでござい

ます。これを行政に置きかえますと、いかに住民目線で弱者の立場に立って物事を見る

ことができるかということになろうかと思います。 

  したがいまして、私の民間企業での経験は、町政運営のあらゆる分野においてその基

礎として生かせるものと思っております。 



１００ 

  さらなる町政の発展についてでございますが、施政方針でも申し上げましたとおり、

本町は、これまで先輩諸氏のたゆまぬ努力により、幾多の困難を乗り越え、茶文化のま

ちとして発展を遂げてまいりました。今を生きる私たちの最大の責任は、先人の御功績

に報いるため、２０年、３０年、５０年先も、このまちに住む人が住んでよかったとい

う幸せが実感できるまちづくりを実現することであると考えております。 

  私は、その実現のために、地域の人たち同士のきずなやそれを支える役場の職員間の

きずな、そして地域の人たちと役場の職員とのきずな、この３つのきずなをしっかり結

び合って、このまちに住む人たちはもちろん、町外の人たちからも「好きやねん うじ

たわら」と言っていただけるまちづくりをさらに進め、さらなる町政の発展を目指して

まいりたいと考えておるところでございます。 

  なお、第４次まちづくり総合計画につきましては、基本計画の目標年次であります平

成２７年度までは現行計画に基づいてまちづくりを進めてまいりたいと考えております

ので、御理解賜りますようよろしくお願いを申し上げます。 

  以上です。 

○議長（田中 修） 稲石君。 

○１１番（稲石義一） それでは、政治姿勢について３問目を行います。 

  住民ニーズ調査や民間のノウハウ並びに３つのきずなにつきましては、見解に大きな

開きがございますため、本日はこの程度にとどめ、次の機会に質問することにいたした

いと存じます。 

  昨今の政治について、問題解決能力が著しく低下していると言われており、強力な政

治のリーダーシップが求められております。また、世論の声を気にする余りに、万人受

けのする政策ばかり口にし、負担や義務、責任を求めることを回避する風潮があること

は否定できません。 

  大所高所の観点から、現実を踏まえた政策を提言する勇気と能力がトップには求めら

れております。困難な課題や痛みを伴う政策についても、住民を説得し、理解を得るた

めの努力を命がけで行わなければなりません。このためには、グローバルな政策を適切

なタイミングで迅速に実行できる判断力、実行力を持った有為な人材が必要とされてお

り、かつ人格、識見、政策立案、遂行能力とさまざまな面においてすぐれた能力を有す

ることが求められております。なぜなら、政治は全て結果責任であり、耳ざわりのよい

言葉遊びや言いわけの通用しない世界であるからであります。 

  他方、トップは、社会から広く尊敬を受ける崇高な職務でございます。おごり高ぶる
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ことを厳に慎み、品格と誇りの中で、ふるさと宇治田原町のため、将来真に必要なダイ

ナミックな政策を立案し、遂行していただくことを強く要望いたしまして、政治姿勢の

質問を終わります。 

  次に、２つ目の地方分権の推進についてお伺いいたします。 

  地方分権の推進につきましては、平成５年の衆参両院の決議に始まりまして、平成

１２年の地方分権一括法の施行により、機関委任事務の廃止及びそれに伴う事務区分の

再構成並びに国の関与等の見直しが行われたところでございます。さらに、平成２０年

から２１年には、地方分権改革推進委員会からの第１次、第２次、第３次、第４次にわ

たる勧告がなされたところであり、これを受けて平成２３年には、第１次一括法及び第

２次一括法が成立し、あわせて改正地方自治法も成立しております。 

  これらの変遷を経て、国と地方の役割分担の基本的な考え方の整理及び基礎自治体へ

の権限移譲、さらには義務づけ・枠づけの見直しが行われたところでございます。 

  そこで、以下の３点について質問を行います。 

  １つには、地方分権推進の経緯と権限移譲のメリット、デメリットについてでござい

ますが、移譲対象事務の性格や内容、町の対応能力、財源、実施体制など問題点を整理

していただき、最終的には住民サービスが向上したのかどうか等についてお答えくださ

い。 

  移譲事務の数や具体的な移譲事務について説明していただければ、なお結構でござい

ます。 

  ２つには、三位一体改革が町財政に与えた影響についてでございます。 

  この三位一体の改革については、平成１４年６月に閣議決定をされました経済財政運

営と構造改革に関する基本方針２００２におきまして、国庫補助負担金、交付税、税源

移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討し、それらの望ましい姿とそこに至る改

革工程を含む改革案を取りまとめることとされたところでございます。 

  結果として、平成１６年から１８年の３カ年では、約４．７兆円の国庫補助負担金の

削減、約５．１兆円の地方交付税及び臨時財政対策債の削減、約３兆円の国から地方へ

の税源移譲が行われたところでございます。削減分が９．８兆円、増加分が３兆円です

から、差し引き６．８兆円のマイナスとなり、この影響が昨今の地方財政の疲弊につな

がっていると考えられております。 

  三位一体改革の評価としては、実際に国庫補助負担金改革等に着手し、一部の税源移

譲が行われたことは一定の評価ができるものでございますが、国庫補助負担金の改革の
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実態は国の財政再建を優先したものであり、加えて地方交付税の大幅な削減が際立った

ものだったことから、地方財政にとっては大きな痛手となったことは御案内のとおりで

ございます。 

  そこで、質問でございますが、三位一体改革が町財政に与えた影響分としてどれぐら

いのマイナスだったのか、平成１６年から１８年度の３カ年の影響額と平成１９年度以

降６カ年の影響額の２つに分けてお答えください。 

  また、これに係る財政当局の御所見もお伺いいたします。 

  次に、３つ目の今後の地方分権の推進の方向についてでございます。 

  地方分権に向けた改革に、終わりはございません。これまでの成果を踏まえつつ、真

に地方の自立と責任を確立するための取り組みを行っていくことが求められており、そ

のための方向性はどういったものなのか、今後の地方分権推進への基本的な考え方につ

いてお答えください。 

  以上で、１問目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、稲石議員の地方分権の推進について御答弁を申し上げま

す。 

  まず、地方分権とは、国に集中している権限や財源を地方自治体に移すとともに、国

の関与を廃止、縮小することにより、住民に身近な行政については、住民に近い地方自

治体が自主自立性を持ち、みずからの判断のもと地域の実情に沿った行政を行うことが

できるよう行政の仕組みを変えていこうとする考え方であります。 

  それでは、地方分権推進の経緯とあわせて権限移譲のメリット、デメリット及び三位

一体改革による影響につきまして御答弁を申し上げます。 

  まず、地方分権改革については、大きく３つの段階があります。 

  おおむね、平成７年の地方分権推進法の制定から平成１２年４月の地方分権一括法の

施行までを第一期改革と呼ばれています。この改革では、国の包括的な指導監督権限の

もとで、地方公共団体が事務を行っていた機関委任事務が廃止されるなど、国と地方の

関係が上下・主従から対等・協力の関係に改められ、権限面の改革については一定の前

進が図られたところであります。 

  ただし、税財源面では、特段の見直しや地方への財源移譲はなく、全般的には不十分

な改革にとまったところであります。 

  次に、第１期改革で課題として残された税財源面での地方分権改革を進めるため、平
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成１６年度から１８年度にかけていわゆる三位一体改革が実施されました。この改革は、

国庫補助負担金の改革、国からの地方への税源移譲、地方交付税の見直しの３つの改革

が一体的に行われたものであります。 

  しかし、その結果は、国から地方に３兆円規模の税源が移譲されたものの、それを大

きく上回る５兆円規模の地方交付税の削減が実施され、地方の財源が大幅に縮小される

とともに、国庫補助負担金についても国の負担率の引き下げによる削減がほとんどであ

り、地方の自由度や裁量権を拡大するという地方分権の理念からはほど遠く、逆に自治

体の財政運営の根幹を揺るがす大きなダメージを与える改革となったものであります。 

  なお、本町における三位一体改革による影響額は、累積で平成１６年度から１８年度

までの３年間で約８億円、平成１９年度以降平成２４年度までの６年間で約７億円の影

響額が発生しており、平成１６年度から平成２４年度までの９年間で１５億円の減収と

なった影響を受けているところであります。この影響額は、本町財政にとって極めて深

刻な影響を及ぼすものであり、この間、集中的な歳出削減を図るとともに、なお不足す

る財源については財政調整基金を大きく取り崩しながらの財政運営を強いられたところ

であり、今なおその影響は残っている状況であります。 

  このように、国の政策によって地方自治体の財政基盤が大きく左右される現状を鑑み

ますと、地方分権が目指す自主自立した財政運営の確立はまだまだ遠い状況であると考

えているところであります。 

  以上のように、２回にわたる改革が行われてまいりましたが、依然として国の関与が

強く残るとともに、地方の財政基盤を十分なものとはなっておらず、多くの課題を抱え

た未完成地方分権改革と言わざるを得ないものであったと言われておるところでござい

ます。 

  そこで、さらなる地方分権改革を推進するため、平成１８年１２月の地方分権改革推

進法の制定を受け、第２期改革がスタートし、現在に至るといった経緯が状況でありま

す。この第２期改革においては、地方の権限移譲、国による過剰な関与や義務づけ・枠

づけの見直し、地方税財源の充実強化などが実現すべき項目として掲げられており、真

の地方分権に向けた取り組みが進められることを期待しているところであります。 

  現時点における第２期改革の評価としましては、国と地方の協議の場の法制化をはじ

め、２次にわたる一括法の制定に伴う市町村への権限移譲や義務づけ・枠づけの見直し

など一定の改革進展が図られているものと考えているところであります。 

  権限移譲につきましては、都市計画の決定権限をはじめ農地等の権利移動の許可権限
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や未熟児の訪問指導、障害者自立支援法に基づく育成医療費の認定支給事務など、７法

令２５条項の事務権限が本町に移譲されたところであり、よりきめの細かな住民サービ

スの実施や事務の一体化による処理期間の短縮といったメリット、効果が期待できると

ころであります。 

  一方、デメリットとしては、権限移譲に伴い必要となる人件費やシステム改修等の経

費に対する確実な財源措置がなされていないことが挙げられるところであります。 

  なお、権限移譲された事務の実施体制につきましては、基本的には現行の人員能力で

対応できるものと考えております。ただし、未熟児の訪問指導など専門性の高い業務も

あり、このような業務については、京都府による実地指導や研修等の支援を受けながら、

円滑な実施に努めてまいりたいと考えておるところでございます。 

  次に、今後の地方分権の推進につきましては、自主自立性を持ち、主体的な行政活動

を行うためには、まず第一に安定した税収による財政基盤の確立が不可欠であります。

このような観点から、税財源の充実が大変重要であり、地方が担う事務と責任に見合う

国税と地方税の税源配分を見直し、まずは５対５に向けた税源移譲を行うことを地方六

団体を通して国に求めているところでありますが、実現の見通しは立っていない状況で

あります。 

  また、国においては、地方自治体が一定の裁量で使える一括交付金の廃止や地方交付

税の減額による給与削減の要請など、地方分権と反対の方向が示されており、いま一度

地方分権改革の原点に立ち返り、地方分権を後退させることがないよう、国に対して強

く求めていく必要があると考えております。 

  もう一つは、今後、国において第４次一括法の提案も見込まれるところであり、この

中には保育所の設置基準に対する義務づけ・枠づけの見直しなど、住民生活に密着した

項目も含まれております。このことから、本町においても地域に合った町独自の基準づ

くりを自主的に検討することができるよう、職員研修等を通して、政策、法務などの専

門的な事務能力の向上等を図り、これまで以上に人材育成に力を入れる必要があると考

えておるところであります。 

  いずれにしましても、地方分権については、後退させることなく、さらに推進する必

要があると考えており、自主自立した財政基盤や行政力を備えた町行政となるように努

めてまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようよろしくお願いを申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 稲石義一君。 
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○１１番（稲石義一） それでは、地方分権推進についての２回目の質問を行います。 

  地方分権推進の経緯や権限移譲のメリット、デメリットについては、第１期改革と第

２期改革に分け、具体的に事務事業を挙げて御答弁をいただきました。 

  メリットとしては、よりきめ細やかな住民サービスの実施や事務処理の短縮といった

効果があったとされる一方で、権限移譲に伴い必要となる人件費やシステム改修経費等

の財源措置がされていないデメリットを挙げられました。また、三位一体改革では、平

成１６年度以降、９カ年で１５億円という非常に大きなマイナス影響を受けたとの御答

弁でございました。そして、この財源不足に対処するため、集中的な行財政改革や財政

調整基金の取り崩しなど、厳しい行財政運営を強いられたことを御説明いただきました。 

  ただいまの御答弁にもございましたように、地方分権は道半ばというより、ゴールに

はほど遠い状況であると言わざるを得ません。加えて、今回の自公政権では、地方分権

が後退している感が否定できません。 

  そこで、質問ですが、今後、基礎自治体としての自主自立、自己決定をさらに強め、

地方分権を推進していくためには、的確な実施体制の確立及び職員の対応能力の向上が

求められます。先ほどの御答弁でも若干触れていただきましたが、政策形成能力や法制

事務に通じた人材の育成が急務でございます。 

  御承知のとおり、組織は人と申します。これからの組織機構のあり方及び職員人材育

成への考え方について、当局の御所見をお伺いいたします。 

  以上で、２回目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 組織運営や人材育成についてお答えを申し上げます。 

  地方分権の進展により、地方自治体は、自己決定、自己責任のもと自立した行政経営

が、より求められるようになってまいりました。戦略を持ちつつ業務の多様化や量に応

じた的確な行政運営を進めるため、常に組織機構を検証し、事務の効率化を図るととも

に、住民にとってわかりやすく利用しやすい柔軟で機動的な組織機構を構築しなければ

ならないと考えております。 

  また、人口減少社会の訪れなど、目まぐるしい社会変化に即した地域社会をつくって

いくためには、従来の対症療法ではなく、課題を根本から見詰める視点と創造のイノベ

ーション、さらには大胆な実践が望まれます。そのためにも、人材育成の仕組みづくり、

さらには職員の能力を積極的に開発し、結果として行政経営に貢献する職員が正当に評

価され、それに報いるための評価制度、人事制度の導入が必要であると考えております。 
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  そこで、人事管理と政策管理を、整合を図りつつ、人材育成基本方針の策定及び人事

評価制度を構築すべく、平成２５年度当初予算案に職員能力向上プログラム構築事業費

を計上しておるところでございます。 

  まちづくりは人づくりというように、将来の地域社会の姿を見据えながら果敢に挑戦

していく未来の宇治田原の原動力となるよう、人材育成にしていきたいと考えておりま

すので、今後とも御指導賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（田中 修） 稲石君。 

○１１番（稲石義一） 今後の地方分権の推進には、柔軟で機動的な組織機構が求められ

ており、加えて職員の能力向上が不可欠でございます。 

  ただいまの御答弁にございましたように、本年度の当初予算に計上されております職

員能力向上プログラム構築事業によりまして、より効果的な人材育成基本方針及び人事

評価制度が構築できますことを強く要望いたしまして、３回目の質問を終わります。 

  続きまして、３つ目の宇治田原山手線の築造計画についてお伺いいたします。 

  都市計画道路宇治田原山手線につきましては、総延長約７．５キロメートルのうち

２区間の２，６８７ｍは既に完成し、供用開始がなされておりますが、未整備区間

４，８４０ｍの早期整備が喫緊の課題となっております。 

  そこで、次の４点についてお伺いいたします。 

  １つ目、現段階での概算事業費及び財源内訳について。２つ目、完成年度見込みはい

つか。３つ目、事業主体については、原則、都市計画道路の所在市町村でございますが、

諸般の事情により異なる場合もあると伺っております。 

  そこで、まず京都府にお願いする場合の条件整備や問題点は何なのか。また、西日本

高速道路株式会社ＮＥＸＣＯに工事用道路として一定部分の施工実施をお願いする場合

の条件整備と問題点は何なのでしょうか。そして、最後に、町が事業主体となる場合の

解決しなければならない課題は何なのか、お伺いします。 

  そして、４つ目、町長の言われる国との太いパイプがあれば、国庫補助金をふんだん

に呼び込む中で工期の短縮、完成見込み年度の前倒しが可能と考えるものですが、御所

見をお伺いします。 

  以上で、１回目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 黒川建設課長。 

○建設・環境課建設課長（黒川 剛） まず、１点目の概算事業費及び財源内訳について

御答弁させていただきます。 
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  まず、概算事業費でございますが、今後、概略設計、詳細設計を行うことにより事業

費が変化することもありますが、京都府が既に施工しております宇治木屋線南バイパス

として整備された郷之口池ノ首から南栗所まで延長約１，８３０メートルでございます

が、これが事業費約２３億円でございました。これをもとに概算計算を行いますと、未

整備区間約４，８００メートルで約６０億円と算定されるところでございます。 

  財源内訳でございますが、町が事業主体となると想定した場合、現在、制度としてあ

ります社会資本整備総合交付金制度で考えますと、国から対象事業費の５５％が交付金

として補助され、残り４５％に対し９０％の起債が可能となります。対象事業費を

６０億円といたしますと、国交付金が３３億円、起債２４億３，０００万円、一般財源

が２億７，０００万円の財源内訳と想定されるところでございます。 

  ２点目の完成年度見込みについてでございます。 

  宇治田原山手線は、平成３年９月に新名神高速道路と同時に都市計画決定をしており

ます。本路線の位置づけは、新名神高速道路インターチェンジからの本町中心地区への

通過交通が増加することが想定されることから、通過交通道路の確保を目的としている

ところでございます。 

  現時点では未整備区間の事業に着手していないことから、具体的な完成見込み時期を

申し上げる段階にはございませんが、新名神高速道路が平成３５年度を完成目標年度と

して事業されているところであり、新名神高速道路の開通時には供用できるよう取り組

んでまいりたいと考えているところでございます。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） それでは、山手線の事業主体について申し上げます。 

  議員御指摘のとおり、都市計画法第５９条の規定では都市計画事業は市町村が実施す

るものとされていますが、京都府が宇治木屋線のバイパスと位置づけて施工されました

ように、さまざまな事業手法を活用することにより、本町以外での施工することが可能

となります。 

  未整備区間について京都府が事業主体となるには、京都府管理である国道３０７号が

現存する中で、同規模の道路整備をするための位置づけがまず必要となります。国道

３０７号は、宇治田原中央線として拡幅計画があり、この計画と整合性が必要になって

まいります。また、京都府下市町村が存在する中で、宇治田原において事業に着手する

必要性、整備効果を整理し、京都府南部地域の活性化に大きく寄与する道路であるとい

う位置づけを行っていただく必要があろうかと考えておるところでございます。 
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  西日本高速道路にて整備していただく際の課題としては、既に提示されている新名神

高速道路の整備スケジュールから、平成３０年度までに工事用道路として利用可能な道

路として完成することが必要となります。宇治田原山手線の完成形で道路を築造する場

合と工事用道路のみを想定した整備形態では、道路の幅員や勾配等の規格も異なってま

いります。 

  西日本高速道路として必要なのは、あくまでも工事用道路であることから、費用負担、

必要性の認識をすり合わせた上で、タイムスケジュールも整理し、西日本高速道路、京

都府、本町の役割分担を明確にし、工事用道路として活用できる区間はどの区間である

のか、平成３０年度に新名神高速道路の工事用道路との利用することができるかが課題

となってまいります。 

  本町が実施主体になるには、先ほどの財源確保の面から事業期間をどのように設定す

るかにもよりますが、不可能な財政負担ではないと考えています。ただ、小規模自治体

で限られた職員数の中で、現体制の中で本事業を単独で実施するには、マンパワーの不

足が否めないところでございます。 

  迅速かつ的確に当該業務を遂行できる体制確保が大きな課題であり、京都府に事業主

体として実施していただくことが望ましく、西日本高速道路の動向とも十分連携を図り

つつ、引き続き京都府に要請してまいりたいと考えておるところでございます。 

  また、国とのパイプでの工期についてでございますが、国に対しましては、従来から

事業促進に向けての支援をお願いしておるところでございます。宇治田原山手線は、新

名神高速道路宇治田原インターチェンジへのアクセス道路でもあることから、完成目標

年次が明らかになった今、最低でも同時に供用できるよう取り組まなければなりません。 

  高速道路へのアクセス道路の整備は、高速道路の機能を十分発揮させる観点からも不

可欠であり、十分な予算確保により重点的に整備促進への支援を国に対して要請してま

いりたいと考えております。 

○議長（田中 修） 稲石君。 

○１１番（稲石義一） それでは、宇治田原山手線につきまして２回目の質問を行います。 

  ただいまは、概算事業費は約６０億円及びその財源内訳をお聞きいたしました。 

  国庫補助事業として採択されれば、事業主体がどうであれ、一般財源ベースでは

２５年償還の起債、それも一部に交付税措置がなされる有利な起債を充当できることな

どを考慮すれば、単年度の財政負担もそう厳しいものでないように思われます。 

  しかしながら、町の財政負担を軽減させるための努力は、可能な限り実施すべきと考
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えます。 

  また、完成年度見込みにつきましては、現段階では答えられないとしつつも、新名神

高速道路の完成目標年度平成３５年度には最低でも同時供用できるように取り組みたい

との御答弁でございましたので、きょうのところはそのように理解しておきます。 

  次に、事業主体についてでございますが、京都府、西日本高速道路株式会社、町のそ

れぞれ３つの方法と、これらの課題等について御説明をいただきました。 

  そこで、質問でございますが、町にとりまして最もベストな手法は、西日本高速道路

株式会社ＮＥＸＣＯに工事用道路として一定部分を概成をしていただき、残りの部分を

京都府にお願いするという方策でございますが、国・府との太いパイプを活用していた

だき、ぜひともベストの工事手法で実現していただきたく、町長の意気込みをお聞かせ

ください。 

  以上で、２回目の質問を終わります。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 実現に向けての私の意気込みについてでございますが、宇治田原山

手線の整備につきましては、新名神高速道路のインパクトを本町まちづくりへの活用、

経済の活性化に必須であることは、本町にかかわる皆様の共通認識であると考えており

ます。 

  一日も早い新名神高速道路の完成は、本町のみならず京都府、近畿圏をはじめ全国的

にも大きな期待が寄せられておるところでございます。このような国家プロジェクトを

円滑に展開し、本町のまちづくりに活用するために、宇治田原山手線は欠かすことので

きない道路であることを国に対し今まで以上に働きかけ、必要な予算を確保してまいり

たいと考えております。 

  新名神高速道路事業が進展する中、京都府や西日本高速道路との連携を一層強めてい

くとともに、私が有する国とのつながりを遺憾なく発揮してまいりたいと考えておりま

す。 

  ただ、私一人の活動だけでは力不足の面もあろうかと思いますので、どうか議員諸候

におかれましても、御指示、また御支援、御鞭撻賜りますよう心からお願いを申し上げ

ます。 

○議長（田中 修） 稲石君。 

○１１番（稲石義一） 新名神高速道路及びアクセス道路の完成は、本町のみならず京都

府、近畿圏など多くの国民が期待するいわゆる国家プロジェクトでございます。このプ
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ロジェクトを目標年度までに完成させるためには、オール宇治田原、オール京都で取り

組まなければなりません。我々議会も、田中議長を先頭に一致団結して事業推進のため

邁進しなければならないことは、言うまでもございません。 

  幸いにも、新名神高速道路関連の特別委員会を設置いたしておりますので、ＮＥＸＣ

Ｏや京都府をはじめ町当局とも密接に情報を共有する中で、積極的な事業展開が図れま

すよう鋭意努めてまいりたく存じております。 

  以上で、宇治田原山手線の質問を終わります。 

  なお、結びに当たりまして、本議場にこの３月をもって退職される方、また京都府に

帰任される方がおいでになります。この間、宇治田原町の発展のため御尽力をいただき

ましたこと、心より敬意を表しますとともに感謝を申し上げたいと存じます。 

  今後におきましては、健康に十分に御自愛され、ますます御活躍されますことを心よ

り御祈念を申し上げまして、私の一般質問を終わります。 

○議長（田中 修） これで、稲石義一君の一般質問を終わります。 

  引き続きまして、６番、原田周一君の一般質問を許します。原田君。 

○６番（原田周一） 通告に従いまして、原田周一が質問いたします。まあ、最後の質問

ということで、大変お疲れやと思いますけど、もう少しおつき合い願います。 

  まあ、このたびの町長就任に当たって、おめでとうございます。 

  まず、１件目は、定例会冒頭で述べられました施政方針についてお尋ねいたします。 

  まず、防災対策の充実についてであります。 

  さきの東日本大震災におきましては、丸２年がたちましたが、いまだもって大きく傷

跡を残し、遅々として復興が進んでおりません。自治体の庁舎が流されたり、また防災

センターの流失といった報道が毎日のようにあったことは、記憶に鮮明に残っておりま

す。 

  方針の中で、防災対策の充実など安心・安全なまちづくりの推進と述べられましたが、

方針の中では具体的に述べられていません。大災害発生時は、役場庁舎はその対策の拠

点となり、従来から現庁舎の耐震化の問題についてはいろいろ審議してきました。また、

選挙の際、住民に訴えてこられた見直しを含めた再検討、また防災サブセンターのこと

についてはどのような見解か、お尋ねいたします。 

  次に、副町長の選任についてお尋ねいたします。 

  町長は、選挙後、副町長の人事に関して地方紙のインタビューにおいて、まあ、朝か

ら出てますように、意中の人がいるが６月ごろをめどにとのことを述べられています。
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まあ、副町長の不在は、町政運営や危機管理の面から問題があると思いますが、いかが

でしょうか。 

  ６月と言わず早急に議会に提案すべきとは考えますが、どうでしょうか。 

  以上、１回目の質問です。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 原田議員の施政方針についてということで、防災対策の充実という

ことについてお答えを申し上げます。 

  施政方針では、大規模地震や集中豪雨等に備える防災対策の充実により、安心・安全

なまちづくりを推進していくと述べさせていただきましたが、もちろんその中には災害

対策本部となる役場庁舎の整備を含んでおります。御存じのように、宇治田原町防災計

画では、災害対策本部は町役場に設置するが、庁舎が被害を受け、使用不能となった場

合には、総合文化センターに本部を設置するとしていますことから、役場庁舎の災害応

急対策拠点としての機能拡充や万が一のときのため総合文化センターの機能の充実に取

り組んでまいらなければならないと考えておるところでございます。 

  そのために、先ほど垣内議員、また谷口議員に御答弁申し上げましたとおり、これま

で取り組んでまいりました庁舎の耐震改修等の事業に関しましては、昨今のゲリラ豪雨

等の気象状況等も考慮する中、災害応急対策の視点から再点検を行ってまいりたいと考

えておる次第でございます。 

  また、副町長の選任についてでございますけども、副町長の職は、申し上げるまでも

なく、議員御指摘の危機管理の観点からはもとより、私の補佐役としても大変重要な任

務を果たさなければならない職であることを認識をしておるところでございます。した

がいまして、この選任につきましては、議会とも本当に十分御相談申し上げる中で、し

かるべき時期に御提案させていただきたいと考えておりますので、何とぞ御理解賜りま

すように、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 原田君。 

○６番（原田周一） この問題に関しては、まあ、午前中から何度も質問、また答弁され

ていますんで、まあ、これ以上の質問はいたしませんが、気象状況などを考慮する中、

再点検を行うとのことですんで、現状の立地場所を含めた検討結果を早い機会に議会に

示していただくようお願いいたします。 

  また、副町長のことにつきましても、同様、先ほどから出てますように、早い機会に

議会に提案していただきますようお願い申し上げておきます。 
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  それでは、２問目の高校生通学費補助の問題についてお尋ねいたします。 

  方針の中で、助成額を拡充し、保護者の経済的負担を軽減し、安心して教育を受ける

ことができるよう就学支援をしていくと述べられました。町長は、就任前の議員活動、

また先日の町長選挙においても、その高校生通学費支援について多くの意見、要望を聞

かれたと思います。私も、以前この問題に対して質問し、当時下町バス停からの支援か

ら徐々に拡大されてきた経緯については、よく承知しております。 

  しかし、保護者にしてみれば、バス代プラスアルファの負担であり、そのことで、午

前中も出ておりました町外へ転出した事例もあり、またそういうことを耳にしておられ

ると思います。 

  昨年、緑苑坂地区においてもそのような事象がありました。引っ越し理由は、子供の

通学問題が全ての理由とは思いませんが、多くのファクターを占めていることには変わ

りません。現行の２分の１から３分の２を乗じた額に拡充されましたが、その算式が初

乗り運賃相当額を控除した額となっており、例えば緑苑坂地区の例で、田辺宇治まで学

期定期で年間１７万４，３００円の費用で、補助を受けても月額従来１万円の負担、今

回提案されている拡充でも月９，０００円の負担になります。 

  今回、定期購入以外の方にも、新規に補助の提案をされていますが、鉄軌道がない本

町の現状から、最寄り駅までの全額負担への拡大の考えはないのか、お尋ねいたします。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 原田議員の高校生通学費補助についてお答えをいたします。 

  高校生通学費補助の拡充に対します考え方につきましては、保護者負担の軽減を一層

図る観点から、補助率の見直しを行うことにより対応したいと考えております。乗車区

間により異なりますが、保護者の負担される年間総額負担に対して、おおむね３０％か

ら４０％に相当する額を増額させていただきたく改正を考えております。 

  バス負担以外にも交通費が必要であるので、バス代の全額負担をとのことでございま

すが、現下の財政状況や施策のバランス等を考慮いたしますと、現状において全額負担

できる状況にはございません。 

  しかし、私が申し上げました全額補助を目指したいという考え方につきましては、今

も変わりはございませんが、財政的なことを含めまして検討を進めてまいりたいと考え

ておりますので、御理解賜りますように、お願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 原田君。 

○６番（原田周一） まあ、今の御答弁で、財政事情などの問題で全額負担の状況にない
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ということは理解できる部分もありますけれども、全額補助を目指したいという考え方

は持っているとの答弁ですんで、まあ、保護者の切実な願いとして引き続き検討いただ

くようお願いいたしまして、この件を、質問を終わります。 

  次に、３問目、高齢者対策についてお尋ねいたします。 

  町長は、施政方針の中で、高齢者の福祉サービスとして、要支援・要介護の進行を抑

えるためにきめ細かな介護予防対策に努め、在宅しながら地域で自立した生活が送れる

よう支援していきたいとの考えを表明されています。施政方針では、高齢者対策で予防

のことには触れられていますが、介護が必要になった場合のことがありません。何度か

介護のことに関しては述べさせていただきましたが、一旦介護の必要性が発生した場合、

介護される側、また介護する側の負担は、ともに大きいものがあります。 

  本町の介護保険事業計画及び高齢者福祉計画は、平成１２年以降４期にわたり地域福

祉に関する取り組みを実施されてきました。そんな中、昨年第５期高齢者介護福祉計画

が公表されました。本計画は、平成２４年度から２６年度の３カ年ですが、地域密着型

サービスの提供、複合型サービスの項目では、小規模多機能型居宅介護と訪問介護など

複数の在宅地域密着型サービスを組み合わせたサービスで、平成２６年度に１カ所の事

業者による導入の計画及び利用者見込み数４８名の見込み量が計画されております。 

  御承知のとおり、小規模多機能型居宅介護は、要介護者の様態や希望により訪問介護

やショートステイ、泊まりを組み合わせてサービスを提供することで中重度となっても

在宅での生活が継続でき、地域に根差した小規模施設であるため、通い、訪問、泊まり

などのサービス利用で同じスタッフが対応でき、連続性のケアを受けられるという利点

があります。 

  そこで、５点ほどの項目についてお伺いいたします。 

  １つ目は、第５期高齢者介護福祉計画に記載の小規模多機能型居宅介護の事業者の導

入が、なぜ２６年度に計画されているのか。 

  ２つ目は、本町は銘城台から奥山田と東西に距離が長い地形でありますけれども、そ

の設置場所はどこになっているのか。 

  ３つ目、２６年度見込み数４８名は、１年経過した今日、現状では変化がないのか。 

  ４つ目、事業者の設置導入により介護保険の金額は、現在の金額と比較してどうか。 

  ５つ目、第５期高齢者介護福祉計画では、グループホームに対する記載がないが、ど

うなのか。 

  以上の点をお聞きして、１回目の質問といたします。 



１１４ 

○議長（田中 修） 谷村健康長寿課長。 

○健康長寿課長（谷村富啓） 高齢者対策についてお答えします。 

  第５期の高齢者介護福祉計画において、地域密着型サービスの提供として、小規模多

機能型居宅介護と訪問介護を組み合わせた複合型サービスを、平成２６年度内に１カ所

整備する計画をしております。介護保険事業計画を計画するに当たり、第４期の実績な

どをもとに給付の伸びを考慮して、平成２４年度から平成２６年度までの３カ年におけ

る介護保険サービス等に係る給付見込みや各サービスの年間見込み量などを推計し、ま

た財源となる国・府などの負担金などを推計し、介護保険料を算定しています。 

  このような推計をする中で、既存サービスの保険給付費の全体的な伸びと複合型サー

ビスの整備に係る保険給付費と合わせますと介護保険料の増額が著しくなり、その抑制

を図るため、第５期計画の最終年度となる平成２６年度に整備する計画としたところで

ございます。 

  また、見込み数の４８名は、このような事業計画の推計により算出しており、変化は

ございません。 

  設置場所につきましてですが、地域密着型サービスとして提供させていただくことか

ら、その趣旨を踏まえての検討が必要と考えております。 

  設置導入による介護保険料の今後の比較ですが、平成２７年度からの第６期計画にお

ける複合型サービスの導入に伴い、介護保険料が幾らか増額することが予想されますが、

３カ年の保険給付額の全体的な見込み推計をする中で調整が必要と考えております。 

  次に、第５期計画におけるグループホームの整備についてですが、今計画では整備を

うたっていませんが、今後の介護保険の運営状況などを踏まえ、次期計画での検討課題

ではないかと思っております。 

○議長（田中 修） 原田君。 

○６番（原田周一） それでは、高齢者対策の２回目の質問をしたいと思います。 

  ただいまの答弁で、最終年度に計画された理由についてはよくわかりました。要は、

まあ、介護保険料の増額が著しくなるため、その抑制面からとのお答えですが、その決

定過程においていろいろなシミュレーションを実施されたと推測しますが、現行の保険

料と比較してどれぐらいの増額になるのか。 

  また、設置場所については、地域密着型サービスの観点から本町の地形を考慮した場

合、まあ、２カ所ぐらいの設置が最善と考えますが、保険料との兼ね合いもあるとのこ

とですので、答弁いただきましたように、その趣旨を十分踏まえて検討いただくようお
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願いいたします。 

  また、グループホームについては、次期計画の検討課題とのことですが、認知症グル

ープホームについては、多額の費用が必要なことは承知しておりますが、本町の現状は

どうなのか、お尋ねいたします。 

  また、緊急ショートステイに対する現状はどうなっているのかお尋ねして、以上、

２回目の質問といたします。 

○議長（田中 修） 谷村健康長寿課長。 

○健康長寿課長（谷村富啓） 複合型サービスの整備計画に係る介護保険料の比較ですが、

平成２６年度に、整備計画に当たりまして介護保険料が月５６円の増額となっておりま

す。サービスの利用に伴い、平成２７年度からの次期介護保険料が増額となることが推

測されます。 

  次に、認知症グループホームの現状ですが、単純計算では人件費や設備費等を含め利

用者１人当たり月額４０万円近くの事業費用が必要となります。このようなことから、

設置事業者にとっては厳しい事業運営が懸念され、他の施設サービス等と有機的に、ま

た多角的な事業展開をされている比較的大きな医療法人などが運営されているのが現状

であります。 

  本町においては、このようなことを鑑み、介護保険事業計画にうたっていない状況で

ございます。 

  次に、緊急ショートステイですが、高齢者福祉サービス事業として短期入所事業を提

供しております。冠婚葬祭や疾病などの理由により在宅での介護が困難となった際に利

用していただくサービスですが、近年利用者はない状況でございます。 

  以上でございます。 

○議長（田中 修） 原田君。 

○６番（原田周一） それでは、３回目の質問に移りたいと思います。 

  保険料のことは、よくわかりました。 

  また、認知症グループホームについては、一説には自己負担金が１５から１８万円程

度かかるというようなことも聞いております。介護には多額の費用がかかり、本町のよ

うな小さい自治体では体力的に限界があること、また制度上の問題、住民の理解、保険

料の問題などなど多くの問題を含んでおります。 

  私の１２月議会での質問で、５年後の７０歳以上は１８．６５％、また７年後には

２０．４６％になるとの答弁をいただいております。第５期高齢者介護福祉計画に記載
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の資料によれば、要支援・要介護の方も年々ふえており、要支援の方は要介護の予備群

でもあります。介護される側も大変ですが、介護する方たちは精神的、肉体的にも相当

な負担であり、そういった意味からも、本町内に特別養護老人ホーム、老人保健施設な

どの施設介護の充実が必要と思います。 

  また、緊急ショートステイに対しては、近年利用者はない状況とのことですが、事業

者も大変ですが、緊急時の対応として常にベッドの確保の必要性を感じております。 

  町長は、施政方針において、２０年、３０年、５０年先も住んでよかったという幸せ

が実感できるまちづくりを実現することと述べられました。町長は、本町内に特別養護

老人ホーム、老人保健施設などの施設介護の必要性をどのように考えておられるのか、

お聞かせください。 

○議長（田中 修） 町長。 

○町長（西谷信夫） 原田議員の特別養護老人ホーム設置についての御答弁を申し上げま

す。 

  高齢者が、できる限り住みなれた地域で安心して暮らしていけるようにするためには、

居宅介護サービスの充実を図ることが第一と考えますが、高齢者人口の増加、重度の要

介護者や家庭環境の問題などを踏まえると、施設介護サービスの充実も大変必要である

と考えるところでございます。 

  しかしながら、施設介護サービスの充実は、保険給付費の増加や介護保険料の増額な

どにもつながることから、介護保険の適正な運営及び健全化を図るに当たり、慎重かつ

十分な審議が必要であるとともに、京都府が示す山城北圏域での施設整備計画を踏まえ

た京都府高齢者健康福祉計画との整合性を図ることが必要であると考えておりますので、

どうぞ御理解賜りますように、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（田中 修） 原田君。 

○６番（原田周一） ただいま施設介護サービスの充実も必要とのお答えをいただきまし

た。 

  先般、宇治市内においてミニ特養、小規模特別養護老人ホームの竣工の記事が掲載さ

れておりました。昨年１１月の選挙において、私は、多くの方に養護施設の設置につい

て尋ねましたところ、多少の保険料が上がっても町内にいつでも入れる施設があればと

の多くの声を聞いております。 

  来る高齢化社会を迎えるに当たり、また５０年後も住み続けることができるよう施設

介護サービスの充実に向け、次期策定の第６期高齢者介護福祉計画では、こういった住
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民の声、また今の町長の答弁、そういった考え方を反映していただくよう要望して、終

わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（田中 修） これで、原田周一君の一般質問を終わります。 

  お諮りいたします。以上で、本日の日程は全部終了いたしました。本日は、これにて

散会いたしたいと思います。御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（田中 修） 異議なしと認めます。よって、本日はこれにて散会することに決し

ました。 

  次回は３月１８日午前１０時から会議を開きますので、御参集のほど、よろしくお願

い申し上げます。 

  御苦労さまでございました。 

散  会   午後 ４時３８分 
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